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横浜みどりアップ計画の推進について 

 
 横浜みどりアップ計画の推進にあたり、将来にわたって緑の総量の維持・向上を図るため、

新たな制度等の活用や財源確保策を検討していくこととしており、平成 19 年 12 月の横浜市環

境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」等をふまえて、新規・拡充施策につい

ての検討を進めています。 
今回、広く市民の意識や意見を把握するために実施した「横浜の緑に関する市民意識調査」

の結果がまとまりましたので報告します。 
 
１ 横浜みどりアップ計画について 

 「横浜みどりアップ計画」は、「横浜市中期計画」「横浜市水と緑の基本計画」に位置づけら

れたもので、「樹林地を守る」「農地を守る」「緑をつくる」の 3 つの分野で様々な取組を進め

ているところです。 

（経緯等） 
 

《18 年度》12 月 横浜市水と緑の基本計画・横浜市中期計画策定 

横浜みどりアップ計画 策定 

2 月 市街化調整区域のあり方検討委員会 最終答申 

《19 年度》 5 月 副市長プロジェクト「横浜みどりアップ・脱温暖化プロジェクト」設置・検討 

9 月 市街化調整区域の農地・樹林地所有者アンケートの実施 

12 月 横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」・【別紙１】

 環境創造・資源循環委員会への報告 

（審議会提言、市街化調整区域の農地・樹林地所有者へのアンケートの調査結果）

 横浜市税制研究会 中間報告 

        3 月 環境創造・資源循環委員会への報告（市街化調整区域の農地・樹林地所有者へ

のアンケート分析結果、横浜みどりアップ計画の基本的枠組について）・【別紙２】

 農政施策検討会 設置                  

《20 年度》 4 月 環境創造・資源循環委員会への報告 

 （横浜みどりアップ計画関連概算事業費について）・・・・・・・・・【別紙３】

5月 環境創造・資源循環委員会への報告 

（横浜の緑に関する市民意識調査について）・・・・・・・・・【別紙４】

環境創造・資源循環委員会 
平成 20 年 6 月 16 日 
環 境 創 造 局 説 明 資 料 

横浜みどりアップ計画 

取り組みの流れ 

都市緑地法 横浜市長期ビジョン

横浜市水と緑の基本計画 横浜市中期計画

H18.6

H18.12H18.12

緑の保全・創造に向けた
新たな制度等の活用・検討

横浜みどりアップ計画
「樹林地を守る」「農地を守る」「緑をつくる」

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

環境創造審議会提言
「緑施策の重点取組について」

 平成20年
 ３月　　　　基本的枠組みについて
　　　　　　　　　　　　↓
 ４月　　　　関連概算事業費について
　　　　　　　　　　　　↓
 ７月末頃　施策・事業費の具体案について

市街化調整区域の
農地・樹林地所有者
へのアンケート調査結果

１万人アンケート
（横浜の緑に関する市民意識調査）
結果

シンポジウム
「横浜の豊かな緑を次世代に
つなげるために」

H19.12

H19.12

H20.6

H20.7
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２ 「横浜の緑に関する市民意識調査」の集計結果について 

 

今後の横浜の緑に関する施策検討の基礎資料とするために、緑に関する意識や関心、緑を

保全するための施策、そのための新たな負担等について、市民意識調査を行った集計結果が

まとまりました。 

（１）アンケートの対象 市民１万人（無作為抽出した満 20 歳以上の市民） 

 （２）調査期間     平成 20 年 5 月 13 日（火）から 31 日（土）まで 

 （３）回収数      4,171 票（回収率 41.7％）  

 （４）集計結果     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【別紙５】 

 

 

３ 今後の進め方 

 

今回の市民意識調査の結果のほか、農政施策検討会の議論等をふまえて、新規・拡充施策

について検討をすすめ、7月末頃を目途に施策・事業費の具体案をとりまとめてまいります。 

また、シンポジウムの開催や関係団体等への説明など、広く市民のご意見をいただきなが

ら取組を進めていきます。 

 

【シンポジウムの概要】 

多くの緑が民有地に依存し、その保全が困難となっている事実をふまえつつ、横浜の緑

の魅力や保全･創造の取り組みの大切さ、あわせてそのための新たな財源のあり方等幅広い

議論を行います。 

（１）テーマ 「横浜の豊かな緑を次世代につなげるために」 

（２）開催日 平成 20 年 7 月 21 日（月・祝）13：30～16：00 

（３）会 場 はまぎんホール ヴィアマーレ 

（４）プログラム 

ア 基調講演「水と緑とまちづくり」 
講師：伊藤 滋（早稲田大学特命教授） 

イ パネルディスカッション 
テーマ：「横浜の緑のために私たちができること」 
コーディネーター：進士 五十八（東京農業大学地域環境科学部教授） 

【パネリスト（５名）】 
氏  名 職   業 専門分野等 

青木 宗明 神奈川大学経営学部教授 横浜市税制研究会座長 
池邊 このみ (株)ニッセイ基礎研究所上席主任研究員 都市・地域計画 
志村 善一 横浜農業協同組合代表理事組合長 農家・土地所有者代表 
菅原 哲朗 (株)日本農業新聞代表取締役社長 農業関係 
吉武 美保子 よこはま里山研究所ＮＯＲＡ主任研究員 市民活動 

氏名は 50 音順   
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横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組」（概要） 

（平成 19 年 12 月 19 日） 
 

１ 検討経過  

平成 19 年６月５日に開催した横浜市環境創造審議会において、「緑化推進部会」が設置

され、今後の横浜市が取り組むべき施策について専門的な検討が進め、さらに、審議会に

おいて部会の提言案について審議が行われ、提言が提出されました。 

 

２ 提言の概要 

「水と緑の基本計画(H18.12)」及び「中期計画(H18～22)」のリーディングプロジェク

トである、緑の総量（緑被率 31％）の維持向上を目標とした「横浜みどりアップ計画」に

基づき、横浜市が今後新規・拡充して重点的に取り組むべき「緑施策の重点取組」につい

ての提言をいただきました。 

提言では、緑施策の現状と課題等を踏まえ、４つの重点取組の方向性が示されています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 １ 

■ 緑施策の現状と課題 

● 減少する緑と土地所有者の負担 

・都市化の進展に伴う緑被率の減少（30 年で約 1/3 の緑が減少） 

・山林や農地の所有者にとって維持管理費や相続時の税金が大きな負担 

● 地球温暖化対策に向けた緑施策の役割の発揮 

・深刻化する地球温暖化やヒートアイランドへの対策に向けた実効性のある取

組が必要 

● 市民共有の財産としての理解促進と一定の市民負担の必要性 

・緑を保全している土地所有者の負担などについても市民理解を深め、緑を守

り育む取組につなげる必要 

● 緑の環境整備のための財源確保の必要性 

・緑を成熟社会における必要不可欠な社会資本ととらえ、緑の環境整備に必要

となる財源確保について検討が必要 

＋
■重点取組検討の視点  ●今ある緑を最大限まもる 

            ●緑の多面的な機能に着目 

            ●市民の関わりを深める 

            ●「市民共有の財産」として理解を深める 

            ●地域の特徴やニーズに基づく 

 

重点取組の方向性 

１．１０大拠点等まとまった緑の保全 

２．市街地の身近な緑の保全と創造 

３．樹林地等の維持管理・運営 

４．多様な主体の参加と協働の推進 
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３ 重点取組の方向性 

  提言では、重点取組として主に次のような方向性が示されています。 

 

（１）10 大拠点等まとまった緑の保全 

・ 所有者が持続的に保有できる仕組みづ

くり 

市街化調整区域の土地利用規制とあ

わせた、緑地所有者の維持管理の負担

軽減や相続時の支援などの仕組みづく

り 

・ 土地の買入に対応できる新たな仕組み

づくり 

相続等突発的に生じる事態に必要と      

なる土地の買入への対応 

・ 最大限の財源確保 

（２）市街地の身近な緑の保全と創造 

・ 緑化地域制度の導入等 

「１５０万本植樹行動」を契機と

した、市民・事業者との連携による

緑化の取組の推進や緑化地域制度の

導入、商業地域等での制度の拡充 

・ 斜面緑地が持続的に保有できる仕組み

づくり等 

斜面地開発への新たな規制の導入とあわせ、緑地の重要性に応じた土地所有者

が持続的に保有できる仕組みづくり（維持管理の負担軽減等）や相続時の対応メ

ニューの拡大 

・ 「市民の森」・「緑地保存地区」の指定推進、「よこはま協働の森基金」制度の拡充 

・ 環境の質の向上を目指した緑化（環境緑化）の推進 

まちづくり事業との連携、事業者に対するインセンティブの導入などによる、

屋上等の建築物緑化、クールスポットや風の道形成 

（３）樹林地等の維持管理・運営 

・ 高レベルな樹林地の維持管理による「緑の価値」向上 

所有者の維持管理負担の軽減、緑地の質の向上や安全確保（防災、市民利用） 

・ 市民利用の促進による市民満足度の向上 

・ 間伐材等を資源として再利用 

・ 継続的な樹林地維持管理のための安定した財源確保 

（４）多様な主体の参加と協働の推進 

・ 市民の環境行動や企業のＣＳＲ活動への環境整備や支援 

・ 市民利用の促進と市民・事業者の参加の促進 

情報発信、自然とのふれあい機会の創出、こども達の自然体験の機会の拡大等 

・ 活動支援や市民利用を継続的に行うための安定した財源確保 

河川沿いのまとまりのある農地・樹林地の拠点
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横浜みどりアップ計画の推進について 
 

 横浜みどりアップ計画につきましては、150 万本植樹行動をはじめ全市的な取組を推進

しているところですが、今回、横浜市環境創造審議会の提言を受け、緑の総量確保や価値

向上の取組を重点的に進めてまいりますので、現在の検討状況及び今後の進め方について

ご報告します。 
 

１ 経緯等 
 

 ＜18 年度＞ 

12 月 横浜市水と緑の基本計画 確定・公表 

    横浜みどりアップ計画（中期計画重点施策）確定・公表 

 2 月 市街化調整区域のあり方検討委員会 最終答申 

 

＜19 年度＞ 

5 月 副市長プロジェクト「横浜みどりアップ・脱温暖化プロジェクト」設置・検討 

9 月 市街化調整区域の農地・樹林地所有者アンケートの実施 

12 月 横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」 

    環境創造・資源循環委員会への報告（審議会提言、アンケート結果概要） 

    横浜市税制研究会 中間報告 
 

２ 計画推進の基本方策（案） 

（１）市内の緑被率の変遷等 

   市内の緑被率は、昭和 50（1975 年）の約 45％から、平成 16（2004）年には約 31％

と、約 30 年で 14 ポイント（約 5,800ha）減少しています。 

   一方、緑被率の内訳を見ると、市街化区域の緑被率は約 20％（約 6,600ha）、市街化

調整区域で約 66％（約 6,900ha）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 市内の緑被率の変遷 

 

1960 年 1980 年 2000 年 

約 30 年間の緑被率の減少 

⇒ △14 ポイント 
 ◆よこはま動物園ズーラシア(開園部分) 

40.2ha の約 145 倍 

 ◆日産スタジアム 

  6.8ha の約 850 倍 

【緑被率】 1975 年    2004 年 
約 45%    約 31% 

表：緑被率の内訳 

 緑被率

市街化区域の約20%
(約6,600ha)

市域の約31%
(約13,500ha)

市街化調整区域の約66%
(約6,900ha)

市街化区域
約33,000ha

市街化調整区域
約10,500ha

区域面積

全市 約43,500ha

環境創造・資源循環委員会
平成 20 年３月 13 日 
環境創造局説明資料 

別 紙 ２
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15%

21%
64%

農地のみ所有(1,176人)

樹林地のみ所有(387人)

両方所有(256人)

（２）アンケート分析結果 

 

＜市街化調整区域の農地・樹林地所有者へのアンケート調査概要＞ 

目  的：市街化調整区域の農地や樹林地の保全に向けて、現状や課題、所有者の意向等を把握

し、今後の施策に活かすこと。（郵送・無記名回答） 

期  間：平成 19 年 9 月 3 日～２１日 

対 象 者：1,82８人(農地または樹林地を１筆 300 ㎡以上持ち、 

合計面積が 1,000 ㎡以上の方から無作為抽出。 

調整区域において農地・樹林地を所有する約 1２,０00 人の約１５％にあたる) 

回答者数：７７４人（回答率約４２％） 
 

 ● アンケート対象者１,８２８人の構成 
 

 

 

●アンケート回答者の属性 

・回答者は 60～80 歳代が過半数を占め、

農業に就農している人は 47％、次いで農

業以外の自営業等が 20％だった。 

・世帯収入では、300～1999 万円が全体の 56％を占め、そのうち、農業収入は   

200 万円未満が過半数で、200～499 万円を含めると 65％となった。 

・直近の相続額は、１億円以上が 100 人を超えた。  

・市街化区域調整区域と市街化区域に、5,000 ㎡未満の農地や樹林地を所有する人は、

いずれも 60～80％を占めた。 

 

 

 

 

 

 

＜アンケート結果概要＞ 

 

●農地のみを所有する人が過半を占めた。 
●農地と樹林地の両方を所有する人は、全体の 15%にとどまった。 

●農地所有者の大部分は、世帯収入に占める農業収入の割合が比較的少なかった。 

●5,000 ㎡未満の比較的小規模な農地や樹林地を所有する人が大部分を占めた。 

樹林地所有の意向と現状（抜粋） 

問：あなたの知っている緑地保全制度があれば、回答欄に○をつけてください。（複数回答可） 

農地のみ所有 64%（1,176 人）

樹林地のみ所有 21%（387 人）

両方所有 15%（265 人） 

  制度を知っている 

14.6

19.3

42.3

12.7

5.5 
25.3

9.0

50.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

円海山近郊緑地特別保全地区

市民の森

源流の森（旧水源の森）

よこはま協働の森基金制度

緑地保存地区

公園緑地の寄付受納制度

回答なし

制 度

％

特別緑地保全地区（旧緑地保全地区）



 7

● 緑地保全制度については、5.5%から 42.3%と認知度が低い。 

● 樹林地所有上の課題としては、相続税及び将来の相続への対応が最も多かった。 

● また、日常の維持管理の負担(管理コストや手間、ごみ、苦情等)についても、多数

の意見が出された。 

（※回答数の多い順）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問：樹林地を保有する上で課題だと思うものを、3つまで○をつけてください。 

農地所有の意向と現状（抜粋） 

問：農業を続けていくには、何が解決すれば続けていけますか。３つまで○をつけてください。 

問：農地を保有し耕作を続ける上で、特に課題と思うものを３つまで○をつけてください。 

●農地所有上の課題としては、相続税対策や負担に関するものが最も多かった。 

●収入の安定化、耕作者の高齢化、農業後継者不足、市民の理解やボランティア等労

働による協力など多岐に亘って意見が出された。 

（※回答数の多い順）

（※回答数の多い順）

  

ウ

22%

ア

21%

オ

17%

エ 
13% 

イ 
12% 

回答なし 
7% 

カ 5% 
ク 2%

キ1% ウ 相続税及び将来の相続への対応 

オ ごみの不法投棄や盗難等があること 
エ 固定資産税などの税金の負担 

回答なし

カ 境界が不明確であるなどのトラブル 
ク 特に無い

ア 日常の維持管理（管理にかかるコストや管理する人手など）

イ 隣接の市民からの苦情（落ち葉や枝の越境、日陰、草刈など）

キ その他

  

ウ

17%

オ

15%

ク

15%
キ 
14% 

ア 
13% 

カ 
12% 

エ 
5% 

イ 
4% 

回答なし

3% ケ
2%

ウ 相続を乗り切れること（相続税の支払い、後継者への相続など）

オ 農業で高収入がえられること 
ク 農業以外の他の安定収入が得られること 
キ 毎年の固定資産税等の税金が軽減されること 
ア 後継者ができること

カ 農業後継者が農業に魅力を感じられるようになること

エ 市民の農業に対する理解がすすむこと 
イ ボランティアなどの労働力の支援が得られること 
回答なし

ケ その他

  

カ
19%

ア
16%

ウ
14%

エ 
12% 

キ 
11% 

イ
9%

ケ 
8% 

オ
7%

コ 
2% 

ク 
1% 

回答なし
1%

カ 相続税の支払に不安がある。又は負担が大きい。

ア 自分が高齢で農作業に支障がある 
ウ 農業後継者がいない

エ 近隣市民のマナーが悪い（農作物の盗難、ごみの投棄など）
キ 固定資産税の支払が負担に感じる 
イ 労働力が不足している
ケ 相続時に農業経営をしていない相続者に農地が渡ること

コ その他

ク 農業技術の習得や情報の入手が困難であること 
回答なし

オ 市民からの苦情の対応が難しい（農薬、臭い、土ぼこりの飛散など） 
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（３）樹林地・農地の保全施策の方向性 

 

■ 樹 林 地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 農   地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続税への対

応策の強化 

相
続
対
策 

維
持
管
理
の
支
援 

市
民
の
理
解
と
協
力

日常の維持管

理負担を支援 

小規模な樹林

地の施策と 

充実 

市民の理解と

協力、協働を

進める施策の 

拡充 

国への制度要望の追加 
〈拡〉物納緑地等の新たな保全制度の創設等の働きかけ。 

緑地保全制度の拡充 
〈拡〉特別緑地保全地区：指定面積の更なる引き下げを検討 

〈拡〉その他緑地保全制度：指定面積引き下げ等拡充の検討 

 
新たな市民協働による維持管理のしくみの創設 
〈拡〉「森づくりボランティア」の活動範囲拡大 
〈新〉所有者と市民・事業者を繋ぐコーディネート機能の創設 

よこはま協働の森基金制度の抜本改正 
〈拡〉小規模な樹林地(1,000～5,000 ㎡)だけでなく、幅広く活用できる

基金制度への改正を検討 

〈拡〉維持管理にも活用できる新たな財源としての改正を検討 

借地公園制度による収穫体験の場の整備・促進 

〈新〉新たに農作物の収穫体験等の場の整備に借地公園制度の適用 
を検討

制
度
や
新
た
な
取
り
組
み
のP

R

・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン 

相続税への対応 

策の強化 

 

 

 

相
続
対
策 

農
地
保
全
と
農
業
振
興
対
策

担
い
手
の
育
成 

農家が安心して

農業を続けられ

るよう支援の実

施 (収入の安定

化等) 

高齢化、後継者

不足などによる

担い手不足の対

策を拡充(労働

力の確保) 

国への制度要望の継続や相続対応のしくみの創設 
〈拡〉納税猶予制度の適用地の拡大に向け、国への働きかけを強化 
（利用権設定農地、市民農園、直売所等の農業振興施設用地への制度適用の拡大） 

〈新〉相続税納税資金の借り入れに対する利子補給制度を検討 
〈新〉相続時の農地の公的機関による買い取りを検討 

大消費地にある利点を活かし、より高収入をあげる農業への支援 

市民が新鮮で安心な農作物を手に入れられる地産地消の促進など 
〈新〉老朽化した農業水利施設の更新再整備を行い、地域農業の再構

築を行うなど農業基盤整備の拡充 
〈拡〉地産地消を応援する市民との協働や直売所への支援により、市民が新

鮮な農作物を手に入れやすく、農家が高収入をあげられるしくみづくり
〈拡〉果樹などの高収入が見込める作物への転換や生産コスト削減の

ため省エネルギー、省力化、機械・施設の導入 
〈拡〉直売所など市街化調整区域内の農業振興施設の立地規制緩和を検討 

農業を手伝ってもらいたい人への支援策拡充 
〈新〉農作業の受託組織の育成により農家が農作業の一部を委託でき

るしくみを創設 
〈拡〉市民による援農を拡大するとともに、市民と農家を繋ぐコーデ

ィネーター育成の推進 

農地を耕作できない人への支援策拡充 
〈拡〉農家間の貸借りを促進,特定法人や個人に対する遊休農地の貸付の推進

〈拡〉市民農園の付帯施設設置を緩和するなど、民設の市民農園の設置誘導

強化 

〈新〉土地所有者の維持管理の支援と併せて、 
相続税の更なる評価減を適用できる制度の導入を検討 
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（４）緑施策推進の基本的な枠組 

   横浜市環境創造審議会の提言「緑施策の重点取組について」（平成 19 年 12 月）及び

アンケート結果を踏まえた樹林地・農地の保全施策の方向性を踏まえ、緑の総量確保

や緑の価値向上の取組を推進します。 

 

 ■ 緑の総量（緑被率）確保の取組                         

  Ⅰ 10 大拠点等のまとまった緑の保全 

 

   ＜市街化調整区域（全体約 10,500ha）＞ 

   【現況緑被：約 6,900ha（66%）→計画緑被：約 6,900ha（66%）】 

区分 説 明 施  策 緑被面積 

現況 計画 

①重点的に保全

するエリア 

 

10 大拠点及び 5,000
㎡以上のまとまりの
ある農地・樹林地を
含む区域 

緑地保全指定面積の拡大 900ha 2,400ha

農業支援の充実による農

地保全 

2,200ha 2,200ha

新たな保全施策等による

緑被率の維持 

3,400ha 1,800ha

②それ以外のエリア 

 

開発時の緑地保全や緑化

を誘導する施策の推進 

400ha 500ha

合   計 6,900ha 6,900ha

 

 

  Ⅱ 市街地の身近な緑の保全と創造 

 

 ＜市街化区域（全体約 33,000ha）＞ 

【現況緑被：約 6,600ha（20%）→計画緑被：約 6,800ｈａ（21%）】 

区分 施  策 緑被面積 

現況 計画 

①緑を守る取組 緑地保全指定面積の拡大 300ha 800ha

農地保全策の推進 300ha 300ha

②緑を増やす 

取組 

公園整備の推進（身近な公園等） 800ha 1,300ha

緑化推進の拡充（緑化地域指定、屋上緑化等の推進）等 3,500ha 4,300ha

③その他 樹林地・宅地化農地・草地等 1,700ha 100ha

合   計 6,600ha 6,800ha

 
 

★目標【平成 37（2025）年】：緑の総量（緑被率）の維持・向上 

横浜市全体【現況：約 13,500ha（31%）→計画：約 13,700ha（31%）】 

 

これにより 
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手入れがされていない

竹林のイメージ
手入れがされている

竹林のイメージ

手入れがされていない

スギ・ヒノキ林のイメージ
手入れがされている

スギ・ヒノキ林のイメージ

 
■ 緑の価値向上の取組                  

  Ⅲ 樹林地等の緑の維持管理・運営の推進 

     ・樹林地や街路樹などの緑の

維持管理水準を向上し、緑

の価値を高め、市民利用を

促進するとともに、市民が

感じる緑を増やします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  Ⅳ 多様な主体の参加と協働の取組推進 

     ・市民・企業・ＮＰＯによる環境活動や、子ども達の環境教育を推進するとと

もに、10 大拠点などの魅力拠点の市民利用を促進します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の進め方（案） 

  緑施策の重点取組について、土地所有者をはじめ、広く市民、企業、ＮＰＯ、市民活

動団体など、あらゆる主体と価値観を共有し、連携・協働した取組を推進します。 

（１） 土地所有者の理解と協力の推進 

3 月～ ①ＪＡ等の関係団体に緑地保全施策を説明、制度をＰＲ 

②樹林地の所有者に緑地保全施策を説明、制度をＰＲ 

③農業実務者・学識経験者・関係団体・市民による「農政施策検討会」を開催 

 

（２） 市民理解の推進 

4 月  ①市民 1万人アンケートの実施 

5 月 ②シンポジウムの開催 
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横浜みどりアップ計画関連概算事業費について 

 横浜みどりアップ計画の推進にあたり、将来にわたって緑の総量の維持・向上を図るた

め、新たな制度等の活用や財源確保策を検討していくこととしています。 
そこで、平成 19 年 12 月の横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組につい

て」等をふまえた、今後の新規・拡充施策の概算事業費について、報告いたします。 
 これを広く、関係者・市民等に説明し、ご意見をいただくとともに、横浜市税制研究会

にも提示し、さらに議論を深めてまいります。 
 
１ 経緯等 
 

 ＜18 年度＞ 

12 月 横浜市水と緑の基本計画 確定・公表 

    横浜みどりアップ計画（中期計画重点施策）確定・公表 

 2 月 市街化調整区域のあり方検討委員会 最終答申 

＜19 年度＞ 

5 月 副市長プロジェクト「横浜みどりアップ・脱温暖化プロジェクト」設置・検討 

9 月 市街化調整区域の農地・樹林地所有者アンケートの実施 

12 月 横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」 

    環境創造・資源循環委員会への報告（審議会提言、アンケート結果概要） 

    横浜市税制研究会 中間報告 

 3 月 環境創造・資源循環委員会への報告（横浜みどりアップ計画の基本的枠組について） 

    農政施策検討会 設置 
 
２ 横浜みどりアップ計画関連概算事業費 

 緑の多くは民有地に依存しており、これらを保全していくためには相続時等の買入や

日常の維持管理など、様々な支援が必要です。 

これらをふまえた横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」等

にもとづき、既存事業に対して新規・拡充すべき施策（裏面参照）の、現時点での関連

事業の概算事業費の合計は、次のとおりとなります。 

 

 

 

今後は、農政施策検討会や市民アンケート等をふまえて、施策・事業費の具体的な検

討をすすめ、7月頃を目途にとりまとめてまいります。 

  

３ 今後の進め方 

横浜みどりアップ計画について、土地所有者をはじめ広く市民・関係団体等へ説明し、

ご意見をいただくため、様々な手段で取組を進めていきます。 

 （１）土地所有者の理解と協力 

・「農政施策検討会」開催（～6月） 

目的：農地の保全を図るうえで必要となる農業支援施策を検討 

構成：農業者・学識経験者・関係団体・市民 

   ・土地所有者への説明、意見把握 

（２）市民への説明、意見把握 

・1万人アンケートの実施（5月～） 

・シンポジウムの開催（6月～） 

（３）ＪＡ等関係団体への説明、意見把握 

横浜みどりアップ計画関連概算事業費（新規・拡充） 約１５０億円／年 

（参考：Ｈ20 予算 約３６億円 対Ｈ20 予算増嵩分 約１１４億円） 

環境創造・資源循環委員会
平成 20 年４月 22 日 
環境創造局説明資料

別 紙 ３
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■ 樹林地をまもる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

■ 農地をまもる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 緑をつくる 

 

 

 

横浜みどりアップ計画の基本的な枠組にもとづいた新規・拡充すべき施策 

 

 

相続税への 

対応策の強化 

相
続
対
策 

維
持
管
理
の
支
援 

日常の 

維 持 管 理 負 担

を支援 

小規模な 

樹林地の施策

の充実 

 市
民
の
理
解
と
協
力 

 

市 民 の 理 解 と

協力、協働を 

進める施策の 

拡充 

国への制度要望の追加 
物納緑地等の新たな保全制度の創設等の働きかけ 

相続税への 

対応策の強化 

相
続
対
策 
 
農
業
振
興
対
策 

農
地
保
全
と

農家が安心して農

業を続けられるよ

う支援の実施 

 担い
手
の
育
成 

高齢化、後継者不

足などによる担

い手不足の対策

を拡充(労働力の

確保) 

大消費地にある利点を活かし、より収入をあげる農業への支援 

市民が新鮮で安心な農作物を手に入れられる地産地消の促進など 

※農政施策検討会で検討中

農業を手伝ってもらいたい人への支援策拡充 
農作業の受託組織の育成や市民による援農を拡大など 
※農政施策検討会で検討中 

農地を耕作できない人への支援策拡充 
遊休農地の貸付の推進、民設の市民農園の設置誘導強化など 
※農政施策検討会で検討中 

緑地保全制度の拡充 
指定面積の引き下げ等の検討など 

〈拡〉指定地の拡大による相続等不測の事態に対応した買入の拡充 
        概算事業費：約１２０億円（H20 予算 約３１億円）
 

よこはま協働の森基金制度の抜本改正 
維持管理も含めて幅広く活用できる基金制度への改正を検討 

〈拡〉基金の拡充 

概算事業費：約２億円（H20 予算 約０.１億円） 
 

借地公園制度による収穫体験の場の整備・促進 

〈新〉農作物の収穫体験等の場の整備に借地公園制度の適用を検討 
概算事業費:約２億円（H20 予算 －（新規））

 

国への制度要望の継続や相続対応のしくみの創設 
納税猶予制度の適用地の拡大に向けた、国への働きかけの強化など 

〈新〉相続税納税資金の借り入れに対する利子補給制度を検討 
〈新〉相続時の農地の公的機関による買い取りを検討 

概算事業費:約８億円（H20 予算 －（新規）） 

※農政施策検討会で検討中 

  

 
新たな市民協働による維持管理・利用促進のしくみの創設 
所有者と市民･事業者をつなぐコーディネート機能の創設など 

〈拡〉樹林地の維持管理 

〈拡〉利用促進（拠点活用、人材育成、環境教育、等） 

概算事業費:約９億円（H20 予算 約２億円） 

 

市街地の民有地や公共施設等の緑化や支援策拡充 
〈拡〉民有地、公共施設緑化等の拡充（屋上緑化、壁面緑化等） 

        概算事業費：約９億円（H20 予算 約３億円） 

 
緑
化
推
進

市
街
地
の

身近な 

緑の創造 
  

※      が新たな施策展開に伴う事業費概算の内訳 合計約１５０億円 

(参考) Ｈ20 予算 約３６億円 対Ｈ20 予算増嵩分 約１１４億円 

※ 概算事業費は、単年度あたりの事業費で、用地の買入れ費用については、水と緑の基本計画期間中（21

年度～37 年度）事業費総額を計画期間（17 年）で割り戻したものです。また、現時点では試算値ですが、今

後の施策の具体的な検討を踏まえ、事業費については７月頃を目途にとりまとめます。 

〈新〉土地所有者の維持管理の支援と併せて、 
相続税の更なる評価減を適用できる制度の導入を検討 
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横浜みどりアップ計画の推進について 

 
 横浜みどりアップ計画の推進にあたり、将来にわたって緑の総量の維持・向上を図るた

め、新たな制度等の活用や財源確保策を検討していくこととしており、平成 19 年 12 月の

横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」等をふまえて、新規・拡

充施策についての検討を進めています。 
今回、広く市民の意識や意見を把握するために１万人を対象としたアンケート調査を開

始しましたので、報告します。 
 
１ 経緯等 
 

 ＜18 年度＞ 

12 月 横浜市水と緑の基本計画 確定・公表 

    横浜みどりアップ計画（中期計画重点施策）確定・公表 

 2 月 市街化調整区域のあり方検討委員会 最終答申 

＜19 年度＞ 

5 月 副市長プロジェクト「横浜みどりアップ・脱温暖化プロジェクト」設置・検討 

9 月 市街化調整区域の農地・樹林地所有者アンケートの実施 

12 月 横浜市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組について」 

    環境創造・資源循環委員会への報告（審議会提言、所有者アンケート結果概要） 

    横浜市税制研究会 中間報告 

 3 月 環境創造・資源循環委員会への報告（横浜みどりアップ計画の基本的枠組について） 

    農政施策検討会 設置 

 ＜20 年度＞ 

 4 月  環境創造・資源循環委員会への報告（横浜みどりアップ計画関連概算事業費について） 
 
２ 「横浜のみどりに関する市民意識調査」について 

今後の横浜の緑に関する施策検討の基礎資料とするため、緑に関する意識や関心、緑

を保全するための施策、そのための新たな負担等についてのアンケート調査を実施しま

す。（調査票別添） 

（１）アンケートの対象 

    市民１万人 

（住民基本台帳及び外国人登録原票から無作為抽出した満２０歳以上の市民） 

 （２）実施期間 

   （ア）発  送：平成２０年５月１３日（火）より 

   （イ）回答期限：平成２０年５月３１日（土）（当日消印有効） 

 （３）調査結果の公表 

      集計結果は環境創造局ホームページ、記者発表等により平成２０年６月に公表す

る予定です。  

  

３ 今後の進め方 

今後は、新規・拡充施策について、市民アンケートの結果のほか、農政施策検討会の

議論等をふまえて、検討をすすめ、7月頃を目途に施策・事業費の具体案をとりまとめて

まいります。 

また、シンポジウムの開催や関係団体等への説明など、アンケート以外の手段でも広

く市民のご意見をいただきながら取組を進めていきます。 

環境創造・資源循環委員会
平成 20 年５月 16 日 
環境創造局説明資料 

別 紙 ４



　この調査の対象者として、住民基本台帳及び、外国人登録原票から満２０歳以上の市民の皆様１万人を無作為抽
出しましたところ、あなた様に本調査へのご協力をお願いすることになりました。
　調査は無記名で、結果につきましては「こういう意見の方が何％」というように統計的に処理いたしますので、
ご回答いただいた方にご迷惑をおかけするようなことは決してございません。
　お忙しいところ大変恐縮ですが、調査の趣旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお願い申し上げます。

[40年前の横浜の緑]1970年
　　　　　(緑被率：約50％)

[30年前の横浜の緑]1980年
　　　　　(緑被率：約40％)

[現在の横浜の緑]2004年
　　　　（緑被率：約31％）

■調査票にご記入の上、同封してある封筒に入れて

５月３１日(土)までにご投函ください。(切手不要)

横浜の緑に関する市民意識調査

問い合わせ

横浜市環境創造局総合企画部環境政策課   　　　　担当：長谷川　荒畑　境

TEL：045-671-2688      FAX：045-641-3490  　e-mail:　ks-mimiplan@city.yokohama.jp

〒231-0017   横浜市中区港町1-1(関内中央ビル6階)

　　　横浜の緑は、市民の皆様の協力により、保全・創造を図っていますが、それでもなお、減り続けています

横浜のみどりがピンチです !

　日ごろから横浜市政に格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申しあげます。

　横浜市では、市域の緑の減少に歯止めをかけ、緑豊かなまち横浜を次世代に継承することを目的

として、「横浜みどりアップ計画」を推進しています。このアンケートは、市域の緑を 「守り」

「つくり」「育てる」ことに対して、市民の皆様がどのようなご意見を持っているかなどを把握す

るとともに、今後の横浜の緑に関する施策検討の基礎資料とさせていただくため、実施するもので

す。

                                                      平成20年5月　　横浜市 環境創造局
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緑の減少に伴う様々な課題

■ 都市のうるおいの減少！
　　 ストレスの多い都市生活を癒してくれる緑の減少は、都市にとって大きなマイナスです。

■ 夏の暑さが厳しく！
　　 地球温暖化やヒートアイランド現象の顕在化により年平均気温は、100年間あたり約2.6度上昇しています。

■ 都市型水害の危険！
　　 緑の減少等が、保水遊水機能の低下をまねき、浸水被害が発生しやすくなっています。

■ 食と農の危機！
　　 食べ物と緑あふれる自然環境をつくっている農地が減り、旬を味わう機会が減っています。

■ 生き物たちも困っています！
　　 緑地の減少や孤立化により、生物の生息環境に影響が生じています。

～緑は多面的な機能をもつ、生命を育む源です。～

まとまりのある樹林地農のある風景 緑の中の散策路

農作業を体験する 緑を育てる風格ある並木道

四季を楽しむ地産地消の促進 市民による樹林地の手入れ

緑の減少から維持･向上へ　新規・拡充すべき施策の方向性

● 樹林地・農地の相続対策
      緑の十大拠点など、まとまりのある樹林地や農地について、相続時
　   などの買取の拡充、など

● 維持管理の支援
      市民との協働による樹林地の間伐や森づくり支援、など

● 農地保全と農業振興
      農地を荒廃から守り、新鮮で安心な農作物を身近に享受できる地産地消
　   の促進、など

● 担い手育成
      市民による援農や市民農園の拡充、など

● 身近なまちの緑化推進
      民有地や公共施設の敷地、屋上、壁面などの緑化を推進、など

横浜みどりアップ計画　ではこのような魅力的な緑を「守り」「つくり」「育て」ていきます！

■緑の減少はなぜ？

 横浜みどりアップ計画　～緑豊かなまち横浜を次世代に継承するため緑の総量の維持向上       ！～

　市内の緑の多くは民有地で、所有
者の方々の様々な努力により守られ
ていますが、これらの緑をお持ちの
方は、

・日常の維持管理が大変
・相続税等の負担が大きい
・高齢化や農業後継者がいない
　
などの事情から、土地を手放すこと
があり、開発等につながりがちです。
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裏面に続きます

いずれか１つを選んで○印をつけてください

１. 行政主体で支援する　　　　　　　　　　２. 行政が主体で市民が協力し、支援する

３. 市民が主体で行政が協力し、支援する　　４. 市民主体で支援する　　　　　　　５. 支援は不要

  樹林地や農地は、所有者の高齢化や農業後継者の不足などから、日常の維持管理の大変さ
などが課題となっており、市民ボランティアや行政による維持管理支援をすすめていく必要
があります。支援にはどう取り組むべきとお考えですか。

問７

  横浜市の緑は年々減少していますが、あなたは横浜市全体の緑の総量について、どのよう
にすべきとお考えですか。 いずれか１つを選んで○印をつけてください

１. 今の量より増やしてほしい　　　　２. 今の量を維持してほしい　　　３. 緑の量は減ってもやむを得ない　

問４

１. 知っていた　　                           ２. 知らなかった　　

  横浜市の緑の多くは民有地であり、これらの緑の所有者の多くは、相続税等の負担や維持
管理の大変さなどから緑を守り続けることが困難となってきています。あなたは、このこと
をご存知でしたか。 いずれか１つを選んで○印をつけてください

問５

１. そう思う　 　２. どちらかといえばそう思う　　３. どちらかいえばそう思わない　　　４. そう思わない

  民有地に依存する緑を保全するためには、相続時の買い取りや日常の維持管理支援など、
所有者の方々への支援をこれまで以上に強化していく必要があります。このことについて、
あなたはどうお考えですか。

いずれか１つを選んで○印をつけてください

問６

あなたは、緑を「守 り 」「つくり」「育 て る 」ために、どのような活動に関心がありますか。

１. 森づくりボランティア等の維持管理活動に参加　　　　　２. 身近な公園・広場で花壇づくりや木の手入れ

３. 農作業で野菜を育てる・収穫する　　　　　　　　　　　４. 自然環境の大切さを学ぶ・教える

５. 自宅で身近な緑を育てる　　　　　　　　　　　　　　　６. その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

いくつでも選んで○印をつけてください

問３

１. 関心がある　　　２. どちらかというと関心がある　　３. どちらかというと関心が無い　　４. 関心が無い

いずれか１つを選んで○印をつけてください

問２ あなたは緑を「守り」「つくり」「育てる」取り組みに、どのくらい関心がありますか。

緑には様々な役割がありますが、あなたが大切だと思う役割はどれですか。

 １. 地球温暖化、ヒートアイランド現象の緩和　  ２. 雨水を浸透させ蓄える　　   ３. レクリエーションの場

 ４. 生活の潤い・安らぎ        　　　　　　　　　５. 様々な生き物がすむ場所　   ６. 新鮮で安全な食料生産

 ７. 子どもの教育・自然体験                             ８. 避難場所等の防災機能         ９. 景観の形成　　          

　10. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１

次の中から３つまで選んで○印をつけてください
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【あなたについてお聞きします】

アンケートにご協力頂きありがとうございました

問１１ あなたは現在どちらにお住まいですか

　1. 青葉区　　　   2. 旭区　　　 　 3. 泉区　　　　  4. 磯子区　　　         5. 神奈川区　　　  6. 金沢区

　7. 港南区　　  　 8. 港北区　　  　9. 栄区　　 　    10. 瀬谷区　　          11. 都筑区　　　   12. 鶴見区

   13. 戸塚区　        14. 中区　　　   15. 西区            16. 保土ケ谷区　　    17. 緑区　　         18. 南区  

問１２ あなたの性別は　　　      　　 　1.  男性　　 　　     2.  女性　　

問１３ あなたの年齢はおいくつですか

① 20～29歳　　 ② 30～39歳　　 ③ 40～49歳　 　④ 50～59歳　　 ⑤ 60～69歳　 　 ⑥ 70歳以上

いずれか１つを選んで○印をつけてください

  相続等を契機に土地が売却され、緑が失われていくことが大きな課題となっています。
  横浜市では、これまでもまとまりのある緑地について、所有者の方々の理解と協力を得な
がら保全し、相続時などの不測の事態には予算の範囲で緑地の買い取りを行ってきましたが、
依然として緑は減少する傾向にあります。
  このような樹林地や農地などの緑を保全するために横浜市が買い取りを進めることについ
て、あなたの考えにもっとも近いものをお答えください。
　　　

１. 積極的に買い取って保全していくべき　　　　　　　 　２. 相続時などに申出があった場合に、買い取るべき

３. 所有者が出来るだけ持ち続けられるよう支援を行い、やむを得ない場合に限り、行政が買い取るべき

４. 緑の減少はやむを得ないことなので、買い取りは不要 　５. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１０ 　様々な魅力のある大切な横浜の緑を「守り」「つくり」「育てる」ためには、これまで以
上の費用が必要であると考えられます。横浜市ではコスト縮減など様々な改革努力や予算の
使い方などの工夫をしながら、これらの取り組みを積極的にすすめていきますが、もし仮に、
市民の皆様に新たなご負担についてのご協力をお願いすることとなった場合、このことにつ
いて、あなたはどうお考えですか。

１. 必要性はよく理解できる　　　　

２. 使いみちや負担額によっては、理解できる　

３. 使いみちや負担額にもよるが、ある程度理解できる　　

４. 使いみちや負担額によるので、現時点ではどちらともいえない　

５. 必要性は全く理解できない

いずれか１つを選んで○印をつけてください

問９

いくつでも選んで○印をつけてください

１. 樹林地や公園など緑の中でウォーキングを楽しむ　　　

２. 公園などでスポーツを楽しむ

３. ピクニックなど緑を身近に感じながらくつろぐ　　　　

４. 花や紅葉などの季節の移り変わりや美しい自然景観を楽しむ

５. 野菜や果物などを育てたり、収穫したりして楽しむ　　

６. 身近な場所で作られた安全でおいしい野菜や果物などを購入する

７. 動植物を観察するなど、自然を身近に親しむ

８. 里山の景観や昔ながらの自然と調和した生活や習慣を楽しむ

９. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

  あなたは「守り」「つくり」「育て」られた緑のなかで、どのようなことをして楽しみた
いですか。

問１４

1. 自営業　　　　 2. 会社員(公務員・団体職員含む)　     3. パート・アルバイト         4. 主婦・主夫

5. 学生　　　　　 6. 無職        　　　　                       7. その他　　

あなたのご職業は何ですか
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「横浜の緑に関する市民意識調査」集計結果 

 

調査対象 実施方法 調査期間 
回収数 

（回収率） 

満 20 歳以上

の市民 1 万人 

住民基本台帳及び外国人登録原票より

無作為抽出し、郵送配布、郵送回収 

５月１３日～ 

５月３１日 

4,171 

(41.7％) 

 

 

 

 

 

 

問１ 
緑には様々な役割がありますが、あなたが大切だと思う役割はどれですか。 

次の中から３つまで選んで○印をつけてください。 

 

緑の役割として、８割以上の方が「地球温暖化・ヒートアイランド現象の緩

和」、４割以上の方が「生活の潤い・安らぎ」「様々な生き物がすむ場所」「雨

水を浸透させ蓄える」について大切だと思うと回答しています。 

 

81.3

48.5
46.2

42.5

21.7 21.6

10.4 9.1

2.7 2.3 1.1
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

地球温暖化、

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ

現象の緩和

生活の潤い・

安らぎ

様々な生き物

が住む場所

雨水を浸透

させ蓄える

子どもの教育・

自然体験

新鮮で安全な

食料生産

景観の形成 避難場所等

の防災機能

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

の場

無回答 その他
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どちらかと
いうと関心
が無い
     6.9%

関心が無い
　0.6%

無回答
 0.7%

関心がある
　 50.2%

どちらかと
いうと関心
がある
　41.7%

問２ 
あなたは緑を「守り」「つくり」「育てる」取り組みに、どのくらい関心がありますか。

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 
あなたは、緑を「守り」「つくり」「育てる」ために、どのような活動に関心がありますか。 

いくつでも選んで○印をつけてください。 

 

 ６割以上の方が「自宅で身近な緑をそだてる」と最も多く回答し、次いで４割以

上の方が「自然環境の大切さを学ぶ・教える」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５割以上の方が「関心がある」、４割以上の方が「どちらかというと関心があ

る」と回答しています。 

46.6

29.4 28.7

22.8

3.3
1.7

64.4

0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

70％

自宅で身近な緑

を育てる

自然環境の大切さ

を学ぶ・教える

身近な公園・広場

で花壇づくりや木

の手入れ

農作業で野菜を

育てる・収穫する

森づくりボラン

ティア等の維持

管理活動に参加

その他 無回答
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今の量より増
やしてほしい
      58.2%

無回答
  0.6%

緑の量は減っ
てもやむを得
ない
      1.2%

今の量を維持
してほしい
     40.0%

無回答
0.4%

知らなかった
59.3%

知っていた
40.4%

どちらかといえ
ばそう思う
     41.2％

そう思う
 49.7％

無回答
  0.9％

そう思わない
     2.2％

どちらかといえば
そう思わない
      6.0％

問４ 
横浜市の緑は年々減少していますが、あなたは横浜市全体の緑の総量について、どの

ようにすべきとお考えですか。  

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

緑の総量については、約６割

の方が「今の量より増やしてほ

しい」約４割の方が「今の量を

維持してほしい」と回答してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 

横浜市の緑の多くは民有地であり、これらの緑の所有者の多くは、相続税等の負担や維持

管理の大変さなどから緑を守り続けることが困難となってきています。あなたは、このことをご

存知でしたか。   

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 民有地の緑の所有者が緑を守

り続けることが困難となってき

ていることについて、約６割の

方が「知らなかった」、約４割

の方が「知っていた」と回答し

ています。 

 

 

 

 

 

 

問６ 

民有地に依存する緑を保全するためには、相続時の買い取りや日常の維持管理支援な

ど、所有者の方々への支援をこれまで以上に強化していく必要があります。このことについ

て、あなたはどうお考えですか。   

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 所有者の方々への支援の強

化の必要については、約５割

の方が「そう思う」、約４割

の方が「どちらかといえばそ

う思う」と回答しています。 
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無回答
 0.9％

支援は不要
    1.4％

市民主体で
支援する
    1.7％行政主体で

支援する
   10.4％

市民が主体で
行政が協力し、
支援する
     20.1％

行政が主体で
市民が協力し、
支援する
     65.5％

相続時などに申出
があった場合に、
買い取るべき
        22.0%

積極的に買い取っ
て保全していくべき
        22.1%

緑の減少はやむを得
ないことなので、買い
取りは不要
         1.4%

無回答
 2.5%

その他
  1.9%

所有者が出来るだけ
持ち続けられるよう支
援を行い、やむを得
ない場合に限り、行
政が買い取るべき
        50.1%

問７ 

樹林地や農地は、所有者の高齢化や農業後継者の不足などから、日常の維持管理の

大変さなどが課題となっており、市民ボランティアや行政による維持管理支援をすす

めていく必要があります。支援にはどう取り組むべきとお考えですか。 

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 樹林地や農地の維持管理支援

については６割を超える方が

「行政が主体で市民が協力し、

支援する」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 

相続等を契機に土地が売却され、緑が失われていくことが大きな課題となっています。 

横浜市では、これまでもまとまりのある緑地について、所有者の方々の理解と協力を得な

がら保全し、相続時などの不測の事態には予算の範囲で緑地の買い取りを行ってきました

が、依然として緑は減少する傾向にあります。 

このような樹林地や農地などの緑を保全するために横浜市が買い取りを進めることについ

て、あなたの考えにもっとも近いものをお答えください。 

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 樹林地や農地などの緑を保全するために横浜市が買い取りを進めることについて、約

５割の方が「所有者が出来るだけ持ち続けられるよう支援を行い、やむを得ない場合に

限り、行政が買い取るべき」と回答しています。 
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必要性はよく
理解できる
   10.4％

使いみちや負担
額によっては、
理解できる
      30.8％

使いみちや負担
額にもよるが、
ある程度理解
できる
       27.0％

使いみちや負担
額によるので、現
時点ではどちらと
もいえない
     27.0％

必要性は全く
理解できない
     3.3％

無回答
 1.5％

問９ 
あなたは「守り」「つくり」「育て」られた緑のなかで、どのようなことをして楽

しみたいですか。 

いくつでも選んで○印をつけてください。 

 

 「花や紅葉などの季節の移り変わりや美しい自然景観を楽しむ」と回答した方

が約８割と最も多く、次いで約６割の方が「樹林地や公園など緑の中でウォーキ

ングを楽しむ」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 

様々な魅力のある大切な横浜の緑を「守り」「つくり」「育てる」ためには、これ

まで以上の費用が必要であると考えられます。横浜市ではコスト縮減など様々な改革

努力や予算の使い方などの工夫をしながら、これらの取り組みを積極的にすすめてい

きますが、もし仮に、市民の皆様に新たなご負担についてのご協力をお願いすること

となった場合、このことについて、あなたはどうお考えですか。 

いずれか１つを選んで○印をつけてください。 

 

 「使いみちや負担額によっては

理解できる」「使いみちや負担

額にもよるが、ある程度理解で

きる」「使いみちや負担額によ

るので、現時点ではどちらとも

いえない」と回答した方が、そ

れぞれ約３割となっています。 

 

 

 

 

 

 

81.0

60.0

46.6 45.6
41.7 40.0

25.3

19.7

3.0
0.8

0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

70％

80％

90％

花や紅葉など

の季節の移り

変わりや美し

い自然景観を

楽しむ

樹林地や公園

など緑の中で

ウォーキングを

楽しむ

里山の景観

や昔ながら

の自然と調

和した生活

や習慣を楽

しむ

身近な場所で

作られた安全

でおいしい野

菜や果物など

を購入する

動植物を観

察するなど、

自然を身近

に親しむ

ピクニックな

ど緑を身近に

感じながら

くつろぐ

野菜や果物な

どを育てたり、

収穫したり

して楽しむ

公園などで

スポーツを

楽しむ

その他 無回答
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磯子区 4.2%

無回答 0.4%
青葉区 8.5%

西区 2.0%

中区 3.4%

戸塚区 8.0%

鶴見区 5.8%

都筑区 5.2%

瀬谷区 3.1%

栄区 3.4% 港北区 9.0%

港南区 6.6%

金沢区 5.9%

神奈川区 6.5%

泉区 4.3%

旭区 8.3%
保土ヶ谷区 5.3%

緑区 4.7%
南区 5.4% 無回答

1.1%

女性
58.2%

男性
40.7%

パート・
アルバイト

10.5%

学生
1.7%

無回答
0.4% 自営業

6.1%

無職
16.5%

会社員
（公務員・団体職員含む）

32.2%

主婦・主夫
29.0%

その他
3.4%

問 11 
あなたは現在どちらにお住まい

ですか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 あなたの性別は 

問 13 あなたの年齢はおいくつですか 問 14 あなたのご職業は何ですか 

４０～４９歳
16.3%

６０～６９歳
20.4%

２０～２９歳
9.2%７０歳以上

17.7%

３０～３９歳
18.1%

５０～５９歳
17.9%

無回答
0.4%



 

 

 

 

 

 

緑 施 策 の 重 点 取 組 に つ い て 

 

提  言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 12 月 

横浜市環境創造審議会 

参 考 １ 



 

提言にあたって 

 
「地球環境問題」が人類の生存に警鐘を

ならしはじめた今、私たちは、自然と共生
した持続可能な循環型社会の実現を目指し、
社会経済システムやライフスタイルを、自
然環境が持つ価値を重視したものに変革し
ていかなければならない。 
そのためには、私たち一人ひとりが環境

問題は自らの問題であるという認識に立ち、
様々な政策決定の場面に主体的に参画する
とともに、「かけがえのない環境」を未来
に引き継いでいくため、共に取り組んでい
くことが求められている。 
 
横浜市では平成 18 年 12 月、横浜らしい

水・緑環境を市民・事業者との連携・協働
により実現することを基本理念とした「横
浜市水と緑の基本計画」を策定した。 
また、中期計画のリーディングプロジェ

クトでは「横浜みどりアップ計画」を掲げ、
緑の総量（緑被率 31％）を維持・向上して
いくため、「150 万本植樹行動」を契機とし
た緑を守り育むための様々な取組を開始し
ている。 
一方、都市活動に伴うCO2の排出等による

「地球温暖化」の進展は、深刻な問題とし
て関心が高まってきている。地球上の生命
の危機をさけるためにも、私たちは緑が果
たすべき役割を今一度考え直すとともに、
それが持つ多面的な機能を充分に発揮させ、
今解決すべき課題について真正面に向き合
って進めていくことが求められている。 
 
横浜市の緑に関して言えば、市域の1/4

を有する市街化調整区域では、横浜の原風
景である谷戸や里山の景観を残している。
これらの緑は、横浜の都市としての発展と
ともに、年々減少してきているものの、長
い年月をかけて、地域での生活の営みの中
で守り育まれてきた貴重な財産である。ま
た、農地は、新鮮で安全な農産物の生産と
ともに、市民の農体験や食農教育の場など
多面的な機能があり、都市農業の営みの中
で残されている。市街地には、斜面緑地が
横浜らしい景観を形成している。これらの
市内に残された緑の多くは、土地所有者の
努力により残されているといっても過言で
はない。 
 

 
一方、成長社会から成熟社会へと時代が

進み、生活の質的な充実が求められる中で、
ゆとりと潤いに満ちた快適な生活を送るた
めには、こうした緑の保全、失われた緑の
再生は不可欠であり、様々な公益的機能を
持つ豊かな緑を、「市民共有の財産」とし
て将来の世代に引き継いでいくことが必要
である。 
 
また、緑は市民の中に息づく文化として

形成し、継承すべきものであり、横浜の豊
かな自然環境を守り、未来に引き継いでい
くためには、関係者が一丸となって強い決
意でその保全・創造に取り組む必要がある。
すなわち、「よこはま協働の森」や「150
万本植樹行動」をはじめとした、市民・事
業者との連携・協働による緑地の保全活動
や、市街地における緑化の推進など、緑を
守り育む総合的な制度や仕組みを構築し、
横浜らしい水と緑の環境を実現していくこ
とが必要である。 
 
当審議会では、上記のような問題意識に

立って、本年６月から、地球温暖化対策や
緑の環境整備のための財源確保等、緑を取
り巻く諸情勢に対応した「緑施策の重点取
組」について検討を行った。今回これらの
討議で出た意見を重点取組の方向としてと
りまとめ、提言するものである。 
今後、本提言に基づき、市民・事業者を

はじめ、関係団体のご意見を踏まえ、早急
に施策案をとりまとめ、実効性ある制度立
案や施策実施に結びつけていただくことを
期待する。 
 
平成19年12月18日 
 
横浜市環境創造審議会 

  会 長  梅 田  誠 
同 緑化推進部会 

部会長  小堀  洋美 
委 員  後藤 ヨシ子 
委 員    佐々木 明男 
委 員    高梨  雅明 

専門委員   高見沢  実 
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１ 背景 

(1) 横浜市水と緑の基本計画の策定 

 横浜市基本構想（長期ビジョン）を踏まえ、水・緑環境の保全と創造に関する施策を

総合的かつ効果的に推進する基本計画を平成 18 年 12 月に策定した。 

 本計画では、20 年後の将来像「水と緑の回廊形成」を６つの姿で描き、横浜らしい水・

緑環境を市民・事業者・行政の連携・協働により実現することとしている。 

 
(2) 中期計画（2006－2010）での重点施策の展開 

 中期計画のリーディングプロジェクトとして「横浜みどりアップ計画」を位置づけ、

緑の総量の維持・向上を図っていくこととして、重点施策を位置づけた。 
 また、財政分野では、「緑の環境整備のための財源確保」、「新たな税検討」を位置づ

けている。 
 
(3) 市街化調整区域のあり方検討 

 都市計画法の改正等に伴い、緑の維持と再生上決定的な影響を持つ市街化調整区域

（市域面積の約 25％）における土地利用の見直しが必要となった。 

 市街化調整区域のあり方検討委員会答申（平成 19 年２月）が提出され、これを踏ま

えた横浜市取組方針を早期に定めることとなっている。 

 
(4) 地球温暖化対策に向けた重点取組の展開 

 IPCC 第４次評価報告書第一作業部会報告書（平成 19 年２月）、21 世紀環境立国戦略

（平成 19 年 6 月閣議決定）を受け、「環境行動都市・横浜」として、中長期的な視点に

立ち、社会システムの変革をも視野に入れた斬新で思い切った地球温暖化対策を打ち出

す必要がある。 

 これを踏まえ、ＣＯ２吸収源としての機能や、ヒートアイランド抑制機能をはじめ、

緑の持つ多面的な機能に着目した重点的な取組を展開していくことが求められている。 
 
 
 
 
 

緑施策重点取組の位置づけ
Ｈ１８．６

Ｈ１８．１２

Ｈ１８．１２ （地球環境への意識の高まり）
Ｈ１９．２

Ｈ１９．２

Ｈ１９．６
エリア設定・土地所有者

支援策の具体的な検討

緑の保全と創造の新規・拡充策

緑の多面的な機能に
着目した施策の検討

都市緑地法

中期計画

２１世紀環境
立国戦略

横浜市水と緑の基本計画

横浜市基本構想

市街化調整区域の
あり方検討（答申）

IPCC第４次評価報告書
第1作業部会報告書

横浜型環境行動推進プロジェクト

横浜みどりアップ計画

緑施策重点取組 地球温暖化対策
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【市街化区域内山林の保有上の課題】

日常の維持・

管理, 24%

相続問題,

 26%

税金の負担,

20%

不法投棄,

 15%

隣接トラ

ブル, 11% 他, 4%

※横浜市の緑地施策に関するアンケートより（H19.3実施）

２ 緑施策の現状と課題 

(1) 減少する緑と土地所有者の負担 

都市化の進展に伴い、市内の緑被率は昭和 50 年時点の約 45％から、平成 16 年時点で

31％と、この 30 年で市内の緑の約 1/3 が失われている。過去の減少傾向から、平成 22

（2010）年度には緑被率が減少し、３割を割り込むと予測される。 

このような状況を踏まえ「横浜みどりアップ計画」を定め、横浜市域の緑の総量を 31％

以上に維持・向上する取組が進められている。 

一方、山林や農地の所有者である市民にとって、維持管理費や相続時の税金の負担が

大きいことから、山林・農地を売却するケースが増えている。現状のままでは、貴重な

緑が減少するとともに、乱雑な土地利用も進行し、住環境にも悪影響を及ぼすことが予

想される。 

 
【参考２-１】横浜の人口と緑被率の推移 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考２－３】山林を保有する所有者の保有上の問題 

 
 
 
 

 
    
 

【参考２-２】横浜の緑の移りかわり 

31.031.2
32.3

33.4

36.0

40.3

45.4

29.8

371
356

346
334327

311

284

262

20.0
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40.0

50.0

60.0
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0
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300

350

400
人口中位推計 (万人)緑被率(％)

(1975) (1982) (1987) (1992) (1997) (2001) (2004) (2010)

現状予測

維持・向上
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(2) 地球温暖化対策に向けた緑施策の役割の発揮 

 深刻化する地球温暖化やヒートアイランドへの対策に向けて実効性ある取組が求め

られている。 

・気温の高い都心部や北東部と、気温が低い郊外

部の夏期の平均気温を比べると最大で 1.9℃の

差がある。 

・横浜市の年平均気温は 100 年間あたり約 2.6℃

上昇しているが、都市化の影響が少ない中小都

市では年平均気温が約 1℃上昇していることか

ら、差の 1.6℃は横浜市のヒートアイランド現象

の影響が加わっているためと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(3) 市民共有の財産としての理解促進と一定の市民負担の必要性 

 市域に残された緑は良好な生活環境、街のたたずまい、市民の憩い、楽しみをもたら

すものであるとの認識は広まっていることからも、緑を保全している土地所有者の負担

などについても市民の理解を深め、「市民共有の財産」として緑を守り育む取組につな

げる必要がある。 
 
【参考２－４】平成 19 年度市民意識調査 

市民の生活意識では、交通、通勤などの便利さやふだんの買物をする場所の近さな

ど、生活の利便性と、緑や自然やオープンスペースの豊かさの両立が望まれている。 
・暮らしやすいと感じていること ・周辺環境で重視すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ｑ６　今後のお住まいを考えた場合、周辺の環境で特に重視するのはどのような

ことですか。                                                          （３つまで）

1.8%

0.7%
3.5%

7.6%

8.5%
11.1%

11.3%
19.7%

24.3%

28.3%
34.0%

36.3%

52.9%
38.8%
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緑や自然やオープンスペースの豊かさ
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飲食やショッピングの便利さ
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図書館、学校など教育・学習環境のよさ

まちなみなど景観のよさ

遊びや余暇行動の便利さ

その他

特にない

（ｎ=3698）

 
Ｑ５　あなたは、今のお住まいの周辺の環境で、暮らしやすいと感じていることは

何ですか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （いくつでも）
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1.2%

10.0%
10.0%

11.2%
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13.9%
18.2%

20.6%
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35.5%
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遊びや余暇行動の便利さ

その他

特にない

（ｎ=3698）

図：横浜市と中小都市の年平均気温の経年変化 

※横浜市ヒートアイランド対策取組方針より 

図：夏期の平均気温(平成 19 年 7月～8月) 

※横浜市環境創造局資料より 
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【参考２－５】樹林地取得費用に対する市民の負担の意向 

平成 13 年度の市民意識調査では、樹林地の用地取得に対する意向として「一部負担

の必要がある」、「多少なら負担をしても良い」が 52%で、「負担の必要はない」の 31%

を上回っている。 

しかし、３年後の平成 16 年度の調査結果では、「一部負担の必要がある」、「多少な

ら負担しても良い」が 39%、「負担する必要がない」が 36%と同程度の率となっている。 

市民の負担意向は、若干下がっているが、負担に同意する市民の割合は高い。 

 

・樹林地取得費用に対する市民の負担の意向 

 

 

 

 

※平成 13 年度「緑政局事業に関わる市民意識調査」より 

 

・用地取得費用に対する市民の負担の意向 

 
 
 
 
 
 

※平成 16 年度「横浜市民意識調査」より 

一部負担する
必要がある　11%

多少なら負担し
ても良い　41%

負担の必要はな
い31%

わからない　11% 無回答　6%
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(4) 緑の環境整備のための財源確保の必要性 

成長社会から成熟社会へと時代が進み、生活の質的な充実が求められる中で、ゆとり

と潤いに満ちた快適な生活を送るためには、緑の保全と創造は不可欠であり、様々な公

益的な機能を持つ豊かな緑を「市民共有の財産」として将来の世代に引き継いでいくこ

とが必要である。 

一方、道路、下水道、地下鉄等、横浜市がこれまで進めてきた社会資本整備に伴い、

現在、過去の借入金の返済にかかる費用（公債費）が年間約 1,900 億円にも及んでいる。   

歳出に占める義務的経費（人件費、公債費など）の割合が高まることで財政の硬直化

を招かないように、義務的経費を含めた歳出全般にわたった抜本的な見直しを進めるな

ど、市全体での努力が不可欠となっている。 

このような状況のなか、近年高まっている市民の緑の保全と創造への需要に応えるた

め、緑を成熟社会における必要不可欠な社会資本としてとらえ、緑の環境整備に必要と

なる財源の確保について検討していく必要がある。 
 

【参考２－６】横浜市における社会資本投資の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 18 年度道路局「都市計画道路見直しに関するパブリックコメント」パンフレットより 

 
 
 
 
 
 
 

 

※公園整備事業は、一般公園整備費の合計 

 
事業名 概ねの投資額 事業期間

公園整備事業 7,000億円 33年（昭和49年度～平成19年度）

緑地保全事業 1,000億円 33年（昭和49年度～平成19年度）

公園緑地等、これまでの緑の投資状況 
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３ 重点取組検討の視点 

(1) 今ある緑を最大限まもる 

 既存の樹林地、農地は、一度土地利用の転換が図られると、これらの緑の持つ多

面的な機能・効果が失われ、元に戻すためには、相当の時間と労力を要する。緑の

総量の維持向上を図る上で、既存の樹林地、農地を長期的な視点をもって保全策を

講じる必要がある。 
 

(2) 緑の多面的な機能に着目する 

 緑は多面的な機能を有しており、近年では地球温暖化対策を進める上でのＣＯ２

吸収源、間接的ではあるがヒートアイランド現象の緩和など、その機能の重要性が

益々高まってきている。 

低炭素社会の構築に向け、「里山」の自然との共生を図る智慧と伝統を活かし、

市民のライフスタイルの転換へつなげることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 
＜緑の多面的な機能＞          ＜地球温暖化対策＞ 

    
(3) 市民の関わりを深める 

 緑は市民の関わりが深まることで、未来へ引き継ぐべき財産として価値が高まる。 
市民生活の豊かさにつながるよう、市民が緑と積極的にふれあい、楽しみ、関心

を深める取組が必要である。 

 
(4) 「市民共有の財産」として理解を広める 

 「市民共有の財産」として、緑を守り育む取組への市民の参加意識の醸成を図る

には、市民にわかりやすく情報を伝えることで、緑の状況や機能などについて、理

解を広める必要がある。 
     

(5) 地域の特徴やニーズに基づく 

景観や水循環などに寄与する緑など、地域（流域）の特徴や住民のニーズを捉え、

効果的な取組を進めることで、市民の共感・協働へと発展させることが必要である。 

市民の憩い・活動の場 省エネルギー
（自然とのふれあい体験）
（レクリエーション） ＣＯ２吸収源 新エネルギー

生物の多様性対策 　ヒートアイランド現象 　ライフスタイルの転換
の緩和

安全・新鮮な食料生産 新技術
里山に学ぶ

防災 ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ 金融・社会的手法

景観形成 
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【参考３－１】近年になって注目されはじめた緑の役割（地球温暖化対策に関わる機能） 

ヒートアイランド 

現象の緩和 

まとまった緑の保全と創造、緑地の分散配置 

 ※まとまった緑は冷気の固まりを形成し、周辺に冷たい空気を滲み出す「クールアイ

ランド」として機能（間接的なＣＯ２削減） 
※国土交通省「環境に配慮したまちづくり」より

里山に学ぶ 

ライフスタイル 

自然共生社会の実現（ライフスタイルの転換） 
※生活の豊かさとＣＯ２の削減が同時に達成できる社会の実現 

※環境省「21世紀環境立国戦略」（H19.6.1 閣議決定）より

ＣＯ２吸収源 

樹林地管理（森林経営）・植生回復 

 ※京都議定書及びマラケシュ合意などに基づき、森林経営による吸収源（3.8%）とは

別枠で、同議定書 3 条 4 項「植生回復」として「都市緑化等」が位置づけられ、吸

収量の計上が可能 
※国土交通省「環境に配慮したまちづくり」より

・横浜市温室効果ガス排出状況調査（平成 18 年度）より、横浜市内の森林による CO2吸

収量は、1万 t（市内排出量 2,041 万 t の 0.05％）と計算されている。 

横浜市の森林面積 ：2,597ha 

森林吸収量 ：10.31kt- CO2（横浜市の森林による CO2吸収量） 

  

【参考３－２】ヒートアイランド現象の緩和と緑 

・植物は、晴れた日に葉から盛んに水分を蒸発し、空気中に水蒸気を供給する。水分が

水蒸気になるときに周りの熱を奪うため、周囲の気温が下がる。 
・このような緑の蒸散作用などにより、まとまった緑は島状に冷気が集まる「クールア

イランド」を形成するという効果がある。 
 
 
 
 
 
 

・平成 19 年の横浜市における夏期の最高気温は都筑区長坂で 38.9℃、また、同時刻に

おける最低気温は、泉区和泉町で 33.0℃を記録している。 

・また、日平均気温では、港北区綱島で最も高い 26.9℃、旭区万騎が原で最も低い 25.2℃

を観測し、観測地点間で最大 1.7℃の差がみ

られた。 

・都市における緑地等の蒸発散面が全体の

30％以上になると、都心部と郊外部との温度

差が概ね一定となる。 

 
 
 

 

主な都市における蒸発散面積率と郊外気温との差

※国土交通省 「環境の世紀」における公園緑地の取組 より 

※福岡義隆(1983)「都市大気の温暖化における水と緑の役割」

水利科学 No.244 より
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４ 重点取組の方向性 

 (1) 10 大拠点等まとまった緑の保全 

 現状と課題 

市域面積の約 1/4 に相当する市街化調整区域のうち、2/3 がまとまった緑として

残されている。その中で、保全施策を講じている樹林地・農地は一部にとどまって

おり、「市街化調整区域のあり方」検討では、土地利用の規制・誘導策により、緑

の保全を図る方向性が示されている。 

 
【参考４－１】市街化調整区域の緑被（樹林地・農地・草地）の状況 

市街化調整区域面積 約１０，５００ｈａ 

（市域の約２４％） 

市街化調整区域の緑被率 ６６％（約６，９００ｈａ） 

＜内訳＞ 樹林地 ３４％（約３，５００ｈａ） 

農地 ２２％（約２，３００ｈａ） 

草地 １０％（約１，１００ｈａ） 

※分布状況は別図参照（資－６ページ） 

【参考４－２】市街化調整区域内の緑の保全状況 

区 分 現 況 量 減少量 保全施策を講じている面積 保全施策のない面積 

樹林地 約２，０００ｈａ 18ha／年
（市街化調整

区域の 0.2%）

約７００ｈａ 約１，３００ｈａ

（特別緑地保全地区、市民の

森、源流の森、保安林等） 

※現況量の６５％ 

農 地 約２，６００ｈａ 15ha／年
（市街化調整

区域の 0.1%）

約１，５００ｈａ 約１，１００ｈａ

（農用地区域、農業専用地区） ※現況量の４２％ 

※平成１５年度土地利用現況調査より 

【参考４－３】「横浜市における今後の市街化調整区域のあり方について」答申(平成 19年 2月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エリア名 対象区域 

● 課 題 

○あるべき姿 

土地利用の規制誘導の

方向性 
その他 

保
全
Ⅰ 

既に担保済みの区域 
○緑地； 

法的担保（特別緑地保全地区など）

契約方式（市民の森、協定緑地など）

その他（都市公園など） 
○農地；農用地区域 

●契約方式は、必ずしも
恒久的な担保にならな
い。 

○まとまりのある良好な
緑地、農地として保全
を図る。 

・各担保策に基づき緑地農
地の保全を図る。 

・契約方式も有効に活用し
つつ、法的担保へ移行を
図る。 

保
全 

保
全
Ⅱ 

今後担保すべき区域 
○緑地；今後特別緑地保全地区な

どにより保全措置を講じ
る位置づけのある一定規
模以上の一団の樹林地 

注）一団の樹林地とは、「水と緑の基

本計画」に定める「緑の七大拠点」、

「河川沿いのまとまりのある樹林

地などの拠点」及び「一定規模以

上の民有樹林地」など 

●担保がまだされていな
い区域で徐々に土地利
用転換が進んでいる。

○まとまりのある緑地と
して保全を図る。 

・都市計画法に基づく開発
許可制度の対象施設は
立地を規制する。 

・都市計画法に基づく開発
許可制度の適用を受け
ない土地利用転換は、緑
を保全するなど一定条
件を満たすものとする。 

規 制 と と
もに地権者
支援が必要
（例  税の減

免・助成の強

化、里山管理ボ

ランティア、土

地所有者と交

流・感謝する仕

組みなど） 

【基本的ルール】 
不良市街地化を防止す

るため、緑化や立地などの
基準を導入する。 

共生 

自然的土地利用と都市的土地利
用が混在している区域で、他のエ
リアに属さない区域 

●土地利用の混在が進行
し、放置すると不良市
街地となる恐れがあ
る。 

○適切な規制誘導策によ
り、自然と都市とが共
存・調和した、よりよ
い環境を形成する。 

【地域協働への支援】 
地域協働で自然と都市

が共生する地域づくりを
行う場合これを支援する。 

都市農業を
活性化する支
援が必要 

計画開発

検討 

駅周辺などで、横浜市の都市づ
くり上の位置づけがあり、計画的
な土地利用を例外的に検討すべき
区域 

●計画開発が進まないま
ま、混在が進行してい
る。 

○都市づくり上の位置づ
けと整合した計画的な
土地利用を図る。 

 計画的な土地利用の誘
導を図る。 
 また、緑の保全など周辺
の景観・環境に配慮した計
画とする。 

 

注）都市づくり上の位置づけがあるとは、「都市計画マスタープラン」、
「整備、開発及び保全の方針」などへの位置づけが想定される。 
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 重点取組の考え方 

横浜市郊外に広がる市街化調整区域の緑、特に「緑の七大拠点」、「河川沿い

のまとまりのある農地・樹林地の拠点」等、まとまりのある緑の拠点（10 大拠

点）の樹林地・農地は、谷戸や里山等の景観を有し、市民の憩い・活動の場と

なるとともに、生物多様性確保や安全・新鮮な食料生産の場、さらには防災上

の重要な空間となっている。 
 また、地球温暖化対策に向けたＣＯ₂吸収源、クールアイランド、自然と共生

した里山ライフの活動の場として保全すべき重要な緑の拠点である。 
そのため、市街化調整区域の土地利用規制とあわせて、良好な環境形成に寄

与している緑地所有者の維持管理を負担軽減することや、相続時の支援など、

持続的に保有できる仕組みをつくる必要がある。 
相続等突発的に生じる事態には、土地の買入れによる対応が必要となるため、

これに対応できる新たな仕組みが必要である。 
 なお、相当な額の予算が必要となることから、最大限の財源確保に努めるべ

きである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【重点取組（例）】 

◎ 農地保全の推進 

①農地保全のための支援策充実 
②農業の担い手づくり 

◎ 樹林地保全の推進 

③土地利用規制とあわせた緑地保全のための支援（市民応分の負担） 
・・・緑地の価値提供に対する対価を応分に負担する 

④相続時等対応メニュー拡大 
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(2) 市街地の身近な緑の保全と創造 

 現状と課題 

市街化区域の緑は、住宅開発などによる減少が続いており、これに対し、景観

法に基づく住宅開発に対する規制の検討や、都市緑地法に基づき、建築の際に一

定率の緑化を義務化する「緑化地域」の指定に向けた検討が進められている。 

また、商業系の土地利用が集積する中心市街地においては、緑は少ない状況に

あり、市民は「量・質共に不十分」であるとの印象をもっている。 

中心市街地における緑の確保は容易ではないが、都市の環境を和らげる、水と

緑の機能を活かした取組が求められる。 

 

【参考４－４】市街化区域の緑被（樹林地・農地・草地）の状況 

市街化区域面積 約３３，０００ｈａ 

（市域の約７６％） 

市街化区域の緑被率 ２０％（約６，６００ｈａ） 

＜内訳＞ 樹林地 １３％（約４，３００ｈａ） 

農地 ２％（約  ６００ｈａ） 

草地 ５％（約１，７００ｈａ） 

※分布状況は別図参照（資－７ページ） 

 

【参考４－５】中心市街地（例として横浜都心）における緑被 

（樹林地・農地・草地）の状況 

都心部区域面積 約１，３００ｈａ 

都心部の緑被率 １２％（約１５０ｈａ） 

＜内訳＞ 樹林地 ７％（約 ９０ｈａ） 

農地 ０％（約   ０ｈａ） 

 草地 ５％（約 ６０ｈａ） 

※分布状況は別図参照（資－８ページ） 

 

【参考４－６】市街化区域の緑の保全状況 

区 分 現 況 量 減少量 保全施策を講じている面積 保全施策のない面積 

樹林地 約１，３５０ｈａ 38ha／年
（市街化区

域の 0.1%） 

約３５０ｈａ 約１，０００ｈａ

（特別緑地保全地区、市民の

森、ふれあいの樹林、保安林、

緑地保存地区等） 

※現況量の７４％ 

農 地 約８００ｈａ 36ha／年
（市街化区

域の 0.1%） 

約３５０ｈａ 約４５０ｈａ

（生産緑地） ※現況量の５６％ 

※平成１５年度土地利用現況調査より 
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【参考４－７】身近な斜面緑地の景観・ 

緑保全施策 

 開発メリットの低下による緑地 
保全や、景観上、住環境上良好な 
開発の誘導を図るため景観法と連 
携し、斜面地における住宅開発 
の基準を強化する。 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
【参考４－８】緑化地域制度を活用した緑化施策 

 住居系の用途地域全域を「緑化地域」に

指定する。 
「緑化地域」内においては、敷地面積 500

㎡以上の建築物を対象に、新築・増築する

際に 10％以上の緑化を義務づける。 
 
 
 

【参考４－９】屋上緑化の効果 

・緑化していない屋上の表面は 60℃まで上昇する。この熱は建物のコンクリート

に蓄えられ、夜でも気

温が下がりにくくなる。 
・緑化した場合は、芝生

表面では 40℃程度まで

しか上がらず、建物本

体でもほとんど温度変

化がなくなる。 
・雨水の一次貯留の機能とあわせることで、さらに効果を高めることが期待できる。 
 
 
 
 

敷地面積

500㎡から対象

緑化率10%以上

住居系の用途地域全域を対象とする

景観法に基づく全市景観計画に開発行為に対する 

①擁壁高さ ②緑地面積 ③敷地面積 

の制限を位置付ける。更に、その3つの制限を、都市計画法に基づく条

例（開発事業調整条例）に規定し、開発許可基準とする。 

景観法に基づく制限のイメージ 

①開発区域に一定の

高低差がある場合、

擁壁高さを制限

［擁壁高さ：1.5mを

超える範囲］

②良好な斜面景観を形成するための緑化

［緑化：60%を超えない範囲］

※［ ］内は規定

できる範囲

開発区域

一
定
の
高
低
差

現況地盤

高さ規制

③敷地面積の制限

［最低敷地面積：300㎡を超えない範囲］
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【参考４－10】猛暑日における屋上緑化によるヒートアイランド現象の抑制効果 

・屋上緑化は、建物への

熱の蓄積を抑制するこ

とから、ヒートアイラ

ンド現象の抑制効果が

期待されている。 
・東京で猛暑日となった

平成19年8月16日(木)

の国土交通省（霞ヶ関合同庁舎 3 号

館）の屋上庭園におけるデータから、

屋上緑化のヒートアイランド抑制効

果を測定した結果、緑化されていない

タイル面の表面温度は 56.1℃まで上

がり、芝生面との表面温度差が最大で

23.7℃となった。また、建築物への熱

流入量は、緑化されていないタイル面

では約 5.1MJ/m2、放出量は約 5.3MJ/m2

だったが、芝生面では、熱の流出入は

ほとんど確認さ

れなかった。 
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【参考４－11】中心市街地の緑に対する市民意識 

・身近な緑の印象について 
※平成 17 年度「水と緑の環境に関する 

アンケート」より抜粋 

 
 
 
 
 重点取組の考え方 

人々が住み、働く場所でこそ、身近に感じられる緑が必要である。 
「150 万本植樹行動」を契機とした、市民・事業者と連携した緑化の取組を進

めるとともに、一定率の緑化を義務付ける緑化地域制度を導入し、緑豊かな住環

境を構築すべきである。また商業系地域への緑化の義務づけや、地区計画との連

動など、制度の拡充を進めるべきである。 
「斜面緑地」は、市民生活や都市活動に身近なところで都市空間に安らぎや潤

いをもたらすとともに、横浜らしい景観を形成する重要な要素である。 
このため、斜面地開発への新たな規制の導入とあわせ、緑地の重要性に応じて

土地所有者が持続的に保有できる仕組みづくり（維持管理の負担軽減等）や、相

続時の対応メニューを拡大する必要がある。 
また、市民に身近な樹林地を保全する制度である「市民の森」、「緑地保存地区」

の指定を推進するとともに、地域住民の寄付負担により緑地を保全する「よこは

ま協働の森基金」制度の拡充を図るべきである。 
中心市街地は、ヒートアイランド現象が顕著な区域でもあるが、商業系地域の

土地利用の比率が高く、まとまった緑化が難しいため、都市（再）開発事業等、

まちづくり事業との連携、事業者に対するインセンティブの導入などにより、屋

上等の建築物緑化、クールスポットや風の道形成など、環境の質の向上を目指し

た緑化（環境緑化）を進め、街の魅力と快適性を高める必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

【重点取組（例）】 

◎ 緑化の義務化 

①「緑化地域」制度の導入と拡充 

◎ 斜面緑地等の保全の推進 

②土地利用規制（景観法）とあわせた土地所有者への支援 
③相続時等対応メニュー拡大 
④「よこはま協働の森基金」制度の拡充 

◎ 環境緑化の推進 

⑤まちづくり事業との連携 
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(3) 樹林地等の維持管理・運営 

 

 現状と課題 

緑の多面的な機能を発揮させるには、適切な維持管理が必要である。一方、市

民の樹林地の管理活動は年々増加しており、活動の場や機会の創出が求められて

いる。 

また、良好な環境形成に寄与している緑地所有者への維持管理の支援や、維持

管理で発生する間伐材等の資源循環への対応が必要である。 

 

【参考４－12】樹林地の面積と維持管理 

市管理対象樹林地（市民の森、ふれあいの樹林、市有緑地）は増加しており、 

樹林地の管理として、下草刈り、間伐等の作業が必要となっている。 

市民の森愛護会の活動などにより、樹林地の手入れも進められているが、市

内の樹林地には急峻な地形が多く、市民の手で管理するには限界がある。 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

※試算：横浜市環境創造局 

【参考４－13】市民が利用するための樹林地の管理 

 過去に人為的な管理がされた樹林地は、放置すると林内に入ることができな

いほど草木が生い茂ってしまう傾向にある。また、ＣＯ２の吸収・固定、生物

生息環境、水循環など樹林地の多様な機能が管理不足により低下する恐れがあ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手入れがされていない

竹林のイメージ
手入れがされている

竹林のイメージ

手入れがされていない

スギ・ヒノキ林のイメージ
手入れがされている

スギ・ヒノキ林のイメージ

【市管理対象樹林の面積と管理費の推移】

417
468 492
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【参考４－14】樹林地をまもる市民活動 

市民参加の場は年々増加傾向にあり、樹林地の整備を行うことで、より多く

の市民が安全に身近な自然にふれあい楽しむ場となる。 
 
 
 
 
 
 
 

【参考４－15】緑の資源循環 

・緑のリサイクル事業 
 「緑のリサイクルプラント（よこはま動物園ズーラシア内）」では、公園・

街路樹から発生する剪定枝などを再資源化し、たい肥とチップ材を製造してい

る。 
・再資源化の現状 

 市内で発生している推定20,000tの剪定枝は、現在12,000tが再資源化され、

8,000t が焼却処分されている。 

・チップ材の再生利用 
チップを廃プラスチックと廃木材を原料とする再生複合建材の材料として

活用し、公園施設（ベンチ、柵等）として再生する取組を実施している。 
 

【参考４－16】緑地を保有し続けるための課題 

市民生活の良好な環境形成に寄与している緑地を保有する市民へのアンケ

ートの結果からは、緑地を保有し続けるためには相続問題についで日常の維持

管理が課題となっている。 
 
 
 
 
 

【市街化区域内山林の保有上の課題】

日常の維持・

管理, 24%

相続問題,

 26%

税金の負担,

20%

不法投棄,

 15%

隣接トラ

ブル, 11% 他, 4%

※横浜市の緑地施策に関するアンケートより（H19.3実施）

【市民活動の状況】

か所数 参加概数

市民の森 愛護会 25
８５５名

（会員数）
散策路、広場の清掃・草刈
整備計画づくり

ふれあいの樹林 愛護会 15
７４９名

（会員数）
管理活動、巣箱設置などのふれあい活動

森づくりボランティア
団体登録

一般公募 30 １４８８名 樹林地の保全活動

平成１６年度活動状況
活動内容

形態
名称等

市民参加の場
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 重点取組の考え方 

樹林地保全のために、緑地所有者の維持管理の負担を軽減するとともに、「市民

共有の財産」として、質の向上や安全確保（防災、市民利用）に必要な高レベル

の樹林地の維持管理により「緑の価値」を高め、さらに、市民利用を促進するこ

とで、市民満足度の向上を図る必要がある。 
また、維持管理で発生する間伐材等を資源として再利用することは、緑の資源

循環とともに啓発的な効果もあるため、里山の価値を見直すことにより、ライフ

スタイルの変革につなげていくことが重要である。 
樹林地を健全に育成するための維持管理を継続的に行うには、安定した財源確

保が必要である。また、緑の資源循環の推進については、民間活力の導入を積極

的に検討すべきである。 
 

 
 
 
 
 
 

【重点取組（例）】 

◎ 緑の価値向上 

①高レベル管理による市民満足度アップ 
②緑の資源循環の推進 
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(4) 多様な主体の参加と協働の推進 

 現状と課題 

緑を守り育む取組を多様な主体の協働で進めることについて、市民の意識が高

まっている。 
しかしながら、環境教育に関するアンケート調査結果によると、環境に関心は

あるものの、具体的な行動に結びついていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
協働による取組をさらに進めるためには、市民・事業者が主体的に行動できる

よう、活動を担う人・団体を育てること、活動の機会と場を広げること、情報を

共有することなど、「協働の場づくり・人づくり」に向けたコーディネートが必要

である。特に、市民の自然とのふれあいや体験の場の提供、市民活動団体への研

修の実施、情報提供の充実などが求められる。 

 

【参考４－17】自然体験教育、人材育成 

・横浜自然観察の森（栄区） 
 自然観察や学習指導、自然環境の調査研究、自然保護活動の育成・指導など

を行っている（年間利用者約 38,000 人）。 
・市民による里山育成事業 

 市民の森等で活動する「森づくりボランティア

団体」や「市民の森愛護会」の活動を支援するた

め、研修会等の開催、アドバイザーの派遣、ニュ

ースレターの発行などを行っている。 
 

【参考４－18】水と緑の環境への関わり方についての市民意識 

水と緑の環境に関するアンケート 
（平成 17 年）結果では、水と緑の

環境づくりは、市民・行政が協力・

分担するという意見が多く、その

活動に際しては、人的支援や情報

提供が必要であるとの意見が上位

にあげられている。 
 
 

環境問題への関心・行動（平成 18 年度環境教育に関するアンケート調査、環境創造局） 

Ｑ 水と緑の環境づくり（維持管理などを含 
む）をどのように行えばよいか 
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 重点取組の考え方 

地球温暖化対策をはじめ、環境に対する関心が高まる中、市民・事業者の自発

的な取組が進んできている。また、団塊世代の退職に伴い、身近な地域における

活動への参加も期待されることから、環境向上への機運をさらに高め、多様な主

体の参加と協働による取組を推進する必要がある。 

そのため、市民の環境行動や企業のＣＳＲ活動がさらに発展するための環境整

備や支援など、自発性が発揮される取組を進めるべきである。 

また、水と緑の魅力拠点の情報提供や、楽しさや生活の豊かさを感じることの

できる自然とのふれあいの機会の創出、次世代を担うこども達の自然体験の機会

を拡大するなど、市民利用を促進するとともに、広く市民・事業者の参加を得る

ことで、緑を守り育むための目標を共有することが重要である。 

様々な主体との協働を進めるとともに、活動支援や市民利用のための運営の取

組を継続的に行うためには、安定した財源確保が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点取組（例）】 

◎ 市民協働の推進 

①市民・事業者の環境活動・こども達の環境教育の推進 
②魅力拠点等の市民利用の促進 

Ｑ 今後、市民が水と緑の環境づくりに関わっ
ていくためには、どのような支援が必要か 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                      参 考 資 料  



 

 

○水の循環と緑 

・樹林地や農地といった、緑のある地表面は、

降った雨が地面に浸透するなどの、保水・

遊水機能を持っている。 
・このような緑の保水・遊水機能により、平

常時における河川水量の確保だけではな

く、大雨時には、河川に流出する水量を抑

制する効果がある。 
 

図 浸水の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(%)

 

資－1 



 

 

○市民活動の場としての緑 

自然環境や都市景観など地域の特性に応じ

たまちづくりを市民自らが愛着を持って行う

ことにより、豊かな生活環境のある快適で暮

らしやすい都市につなげることが必要である。  
現在、市民参加による水・緑環境に関する

様々な活動が行われており、環境に関する活

動への参加経験も約 60％となっていること

から、市民の環境活動に関する関心は高いこ

とが伺える。 
こうした中で、市民が水と緑の環境づくり

に関わっていくためには、人材育成や情報提

供など、様々な支援が必要とされている。 
 
・活動の機会と場を広げる緑 

緑の環境は環境活動に取り組む市民が集い

つながる機会と場を提供している。 
 樹林地や公園、水辺を市民とともに保全・管

理・活用していくため、新規整備や再整備、イ

ベントなど様々な機会を捉えて、「森づくりボ

ランティア団体」や「市民の森愛護会」、「公園

愛護会」、「水辺愛護会」等の市民活動団体の結

成に取り組む必要がある。 
 
・楽しさのある緑の環境 

緑で囲まれ、親水性や魅力ある水・緑環境は、

スポーツなどの健康づくりや、休日を楽しむレ

クリエーションなど、生活の楽しみを広げるも

のである。 
【市民創発の場】 

 横浜市ではさまざまな市民活動が活発に

行われている。新たな市民活動が生まれる場

として、緑の環境は重要な役割を担っている。 
 
 
 
 
 
 
 

資－2 



 

 

○自然とのふれあいの場としての緑 

自然とのふれあいや農体験を通じて自然のしくみや、人と自然の関係を見つめなおす気

づきや発見が期待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・次世代を担うこどもたちの体験の場 

こどもの成長には体験が不可欠であると云われています。 
 四季折々に変化し多様な生物が生息する自然環境や農地は体験の場となる。 

 
【体験学習の場】 

 都市における身近な緑は生物

の生息域や自然界における物質

循環、植物によるＣＯ2の吸収・

固定などを体験学習する場とな

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資－3 



 

 

○大都市でありながら、身近にある緑 

横浜市は 362 万市民を擁する大都市でありながら、市民生活の身近な場所に樹林地や

農地、公園、せせらぎなど、変化に富んだ豊かな水・緑環境を有してる。 
 河川の源流域には、「緑の七大拠点」が

あり、鶴見川や境川の中流域には「河川沿

いのまとまりのある農地・樹林地の拠点」

がある。 
 これらの樹林地、農地の緑は、市域面積

の約 25％に相当する市街化調整区域を中

心に、市街化区域に入り込むように散在し

ているのが特徴となっている。 
 
 
 

図 主な河川と緑             図 横浜の地形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【郊外部のまとまった樹林地と農地】 

 横浜は大都市でありながら、緑の七大拠点

など、郊外部にまとまった緑がある。 

【変化のある地形】 
低地、台地、丘陵、山地、河川が横浜の特

徴的な地形と風土をつくっている。 

資－4 



 

 

 

NO 事業名 内容
平成22年度の

事業目標

市街化

区域

調整

区域

1
★市民の森の指定拡大
(7-1-2)

　市内の緑地を保全するため、所有者の協力を得なが
ら、散策路などをつくり、市民が憩う場として公開しま

す。【H17末：417ha】

53ha 　○ 　○

2
★水源の森の制度拡充
と指定拡大(7-1-2)

　総合的な浸水対策から保全が必要となる水源の森につ

いて、源流の森として制度を拡充し、指定を拡大しま

す。【H17末：10.5ha】

制度拡充
10ha

　○

3
緑地保存地区の制度拡充
と指定拡大

　市街化区域の貴重な緑地を保全するために、所有者の

協力を得ながら指定する緑地保存地区について、制度を

拡充し、指定を拡大します。【H17末：170.3ha】

制度拡充
12ha

　○

4
★市民と協働による樹林
地の保全(7-2-3)

　日常管理作業に携わる愛護会や森づくりボランティア

団体が安全に作業できるように、樹林地の適正な管理を

計画的に進めます。

推進 　○ 　○

5
近郊緑地保全区域の指定
拡大

　近郊緑地保全区域の指定拡大を行います。
【H17末：755ha】

50ha 　○

6
★近郊緑地特別保全地区
の指定拡大(7-1-2)

　円海山周辺の豊かな緑を守るため、「近郊緑地特別保

全地区」として指定します。【H17末：100ha】
120ha 　○

7
★特別緑地保全地区の指
定拡充(7-1-2)

　良好な自然環境を形成している緑地について、特別緑

地保全地区に指定していきます。

【H17末：165ha】

123ha 　○ 　○

8
相続税猶予制度の国家要
望

　樹林地の相続税の猶予制度等について、国に要望を
行ってまいります。

推進 　○ 　○

9

★地区計画における緑地
保全（地区計画緑地保全
条例の制定）(7-1-5)

　良好な居住環境を確保するために必要な樹林地等を地

区計画に位置づけることができるよう、条例を改正しま

す。
条例改正 　○ 　○

10

★土地利用規制と併せた
拠点となる緑地の保全
（7-1-2）

　効果的な規制・誘導手法とあわせて市街化調整区域等

の緑地保全を推進します。 制度運用
　○

11
★市街地の斜面緑地の保
全(7-1-1)

　景観法等と連携した土地利用規制とあわせて、市街化
区域の斜面緑地の保全を推進します。

制度運用 　○

12
★よこはま協働の森基金
の拡充(7-1-1)

　地域住民の発意により、「よこはま協働の森基金」と

地域住民が集めた資金とをあわせて、樹林地を取得しま
す。

推進 　○ 　○

13
寄附受納制度の改正・拡
充

　緑地の寄附受納を推進するため、寄附受納制度の改

正・拡充を行います。
制度改正 　○ 　○

14

★緑の環境整備のための
新たな財源の確保
(7-1-5)

　緑の環境整備に対応するために、新たな財源の確保を

検討します。

　　 新たな
　　 財源確保

　○ 　○

NO 事業名 内容
平成22年度の

事業目標

市街化

区域

調整

区域

1
★市民と農との地産地消
の推進(5-4-1)

  市内産の農畜産物の地産地消を市民・農業者とともに
進めることによって、農を生かした風土を育むととも

に、地域農業の活性化を図り農地を保全します。【H17

末：70戸】

直売ﾈｯﾄﾜｰｸ参加
農家数330戸

全小学校への供

給

　○ 　○

2
★市内産農産物の生産振
興(5-4-2)

　横浜ブランド農産物の育成・増産をはかるとともに、

環境保全型農業に取り組む農業者の認定・支援を進めま

す。【H17末：96人】

認定者数
154人

　○ 　○

3
★農体験の場の拡充
(5-4-4)

　農体験に対する市民の多様なニーズに対応しながら、

農地の保全を図るため、さまざまな機能や形態を持つ市

民利用型農園の拡充を図ります。
【H17末：20.7ha】

7.6ha 　○ 　○

4
★アグリ・ツアーの開催
(7-1-3)

　地域の農地や農産物、農村環境など、農の魅力に触れ

るウォークラリーの開催を支援し、市民と農業者との協

働による環境活動の育成をすすめます。

６回 　○

5
★農のある地域づくり協
定事業(7-1-3)

   市街化調整区域内等の農地において、農業者と地域
住民との話し合いにより、地域農業の継続に関する協働

の取組を協定としてまとめ、地域と調和した農環境の保

全を図ります。

６件 　○

6
★農業専用地区等の拡大
指定・整備(7-1-3)

  まとまりのある農地を農業専用地区に指定し、農地の

保全と整備を進めるとともに、市民との協働や農地の多

面的機能の発揮を促進します。

  また、制度の拡充を行います。

【H17末：1,011ha】

100ha 　○

7
★農業への新規参入等の
促進(5-4-3)

　多様な主体が農業への新規参入できる条件整備を行

い、法人や市民などによる新規参入等を推進します。

【H17末：４件】

17件 　○

8
相続税猶予制度の
国家要望

　農地の相続税の猶予制度の拡充について、国に要望を

行ってまいります。
推進 　○ 　○

9 宅地化農地の活用
　市街化区域内の農地のうち、生産緑地以外の、いわゆ

る宅地化農地において、市民の農体験ができる場づくり

を検討します。

制度制定 　○

NO 事業名 内容
平成22年度の

事業目標

市街化
区域

調整
区域

民有地の緑化推進

　民有地における緑化を進めるため、普及・啓発、助成

等を充実させます。

○ ○

公共用地の緑化推進

 既存の公共施設において、緑化を拡充します。
○ ○

１５０周年の森の整備

　開港１５０周年を記念した森を市民とともに整備しま

す。

完了 ○ ○

イベントの誘致

　全国「みどりの愛護」のつどいを、2009年に誘致しま
す。

イベント誘致 － －

2
★地域緑化の推進
(7-2-2)

　市民、事業者等との協働による地域ぐるみの緑化活動

を、地域の特性に合わせて推進し、緑豊かな街づくりを
展開します。

18か所 ○ ○

　京浜地区において、公共空間・民有地、それぞれの緑

化を、企業・市民・行政の協働によって展開し、未来に

引き継ぐ京浜の森づくりを推進します。

推進 ○

　京浜の森づくり事業の先導的事業として借地公園の整

備を進めます。
9.1ha ○

4
★建築物緑化認定証の交
付（7-1-4）

　建築物を建てる際に、一定率の緑化を行った建築物に

認定・顕彰する制度を創設・運用します。

　　 制度制定
　　 ・運用

○ ○

5
★地区計画における緑化
の拡充（7-1-5）

　地区計画において、緑化率を定められるよう条例を改

正します。
条例改正 ○ ○

6
★緑化地域の指定
（7-1-5）

　建築物を建てる際に、一定率の緑化を義務化する緑化

地域を指定します。
指定 ○

身近な公園の拡充整備

　１小学校区に最低１か所の近隣公園・２か所の街区公

園があるよう整備します。(7-2-4)

【H17末：近隣　154校／街区　285校】

不足学区解消
（全小学校
349校）

○ ○

スポーツができる公園の拡充整備
　各区のスポーツ需要に応じて、スポーツができる公園

を拡充整備します。(3-3-4)

6ha（1箇所1ha
程度を想定）

○ ○

やさしさを見つける公園整備

　福祉施設など、特定施設と一体化した公園の整備を推

進します。(7-1-1)

整備推進 ○ ○

8
★水辺環境の整備
(7-2-4)

　せせらぎ緑道也川辺の散歩道、水辺拠点の整備などに

より、身近な水辺環境を整備します。

【H17末：63.6km】

10.2km
６拠点の整備

○ ○

9
★（仮称）杉田臨海緑地
の整備(7-2-4)

　市民が海を身近に感じることのできる憩いの空間とし

て（仮称）杉田臨海緑地を整備します。
供用 ○

10
★開港150周年記念拠点の
整備(7-2-1)

　よこはま動物園ズーラシアの未整備地区を活用し、開

港１５０周年記念イベント(ヒルサイドステージ)の会場
となる拠点を整備します。

一部供用 － －

11
★新治の森づくり事業
(7-2-1)

　北の森の拠点となる、緑区新治の緑地や農地を一体的

に保全し、市民が里山の自然環境を楽しみ、体験、学

習、交流する場として整備します。

事業中 ○

12
★返還跡地の活用検討
(7-2-1)

　米軍施設の返還跡地について、地域の状況に応じて農

業振興、公園整備等を行います。
活用中 ○ ○

150万本達成

★公園の整備拡充
7

3

1

★
京浜の森づくり事業
(7-2-2)

★
150万本植樹行動の推進
(7-1-4）

【原因】
  ・維持費
  ・相続税
  ・開   発

宅地の増加

農地の減少

市街化区域　　　20%

【原因】
・不安定な農業収入

・担い手不足
・相続税

※50ha/年の減少
H22年まで296haの減少

緑
被
率
の
減
少

1.農業振興施策の充
　実

2.農業の担い手づくり

3.相続税猶予制度の
　拡充と地域指定の
　ない農地の保全

横浜みどりアップ計画 （2006-2010）

樹林地の減少

※56ha/年の減少
H22年まで337haの減少

H22年まで100haの制度指定

1.緑化への意識啓発
　市民行動の推進

2.地域緑化の推進

3.緑化制度の活用

4.公園等の整備・充足
※98ha/年の増加
H22年まで588haの増加

市街化調整区域　66%

1.契約制度による維
　持費の支援

2.区域指定による相
　続税の軽減、
　相続税猶予制度の
　国家要望

3.法制度と併せた
　開発規制・誘導

4.市による買収等

H22年まで368haの制度指定

●市街化区域の山林保
有上の課題として、相続
税などの相続時の問題
や日常の維持・管理がそ
れぞれ約25%となってい
ます。
●過去５年間で市が買
収した山林の約62％が、
山林所有者の相続に起
因します。
●市街化調整区域の山
林等で年間10ha前後の
許可不要施設等の開発
が行われています。

●農業団体からの過去
５か年連続した本市への
施策要望のﾄｯﾌﾟは相続
税・固定資産税等であ
り、次いで農業振興施策
となっています。
●販売農家の従事者の
約半数は60才以上と
なってお り、高齢化が進
んでいます。
●市街化区域の宅地化
農地が約36ha/年、市街
化調整区域の地域指定
のない農地が約15ha/
年と減少量が高くなって
います。

●宅地は、過去平均で
98ha/年、増加しておりま
す。この傾向から推計す
ると平成22(2010)年度ま
でに、約588haの宅地が
増加すると予測されま
す。
●人口も引き続き緩やか
な増加傾向であり、人口
増と連動した宅地の供給
源として、農地・樹林地が
減少していく状況にある
と考えられます。

※減少量・増加量は、平成９年度から平成１６年度

の平均値及び平均値からの推計値

目標値(H22年度末) 31%以上

現状値(H16年) 31%

達成目標
(成果指標)

緑の総量（緑被率）

資－5 



 

 

○市街化調整区域の緑被（樹林地・農地・草地）の分布図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市街化調整区域面積：約１０，５００ｈａ（２４％）

調整区域の緑被率　　　６６％（約６，９００ｈａ）
　　　　＜内訳＞
　　　　　　樹林地　　　　　３４％（約３，５００ｈａ）
　　　　　　農地　　　　　　　２２％（約２，３００ｈａ）
　　　　　　草地　　　　　　　１０％（約１，１００ｈａ）

緑の七大拠点

河川沿いのまとまりのある

農地・樹林地の拠点

市街地を望む

七つの丘の軸

資－6 



 

 

○市街化区域内の緑被（樹林地・農地・草地）の分布図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市街化区域面積：約３３，０００ｈａ（７６％）

市街化区域の緑被率　　２０％（約６，６００ｈａ）
　　　　＜内訳＞
　　　　　　樹林地　　　　　１３％（約４，３００ｈａ）
　　　　　　農地　　　　　　　　２％（約　　６００ｈａ）
　　　　　　草地　　　　　　　　５％（約１，７００ｈａ）

緑の七大拠点

河川沿いのまとまりのある

農地・樹林地の拠点

市街地を望む

七つの丘の軸

海を望む丘の軸

資－7 



 

 

○都心部の水緑づくり対象エリアにおける緑被（樹林地・農地・草地）の分布状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都心部区域面積：約１，３００ｈａ

都心部の緑被率　　１２％（約１５０ｈａ）
　　　　＜内訳＞
　　　　　　樹林地　　　　 ７％（約９０ｈａ）
　　　　　　農地　　　　　　０％（約  ０ｈａ）
　　　　　　草地　　　　　　５％（約６０ｈａ）

都心部

海をのぞむ丘

MM21地区

横浜駅西口大改造

対象エリア

資－8 
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Ⅰ アンケート調査の概要 
 

１ 目 的 

    本調査は、横浜市内の市街化調整区域の農地や樹林地を守るため、土地所有者の保有上の課題

や現行制度への意見等を聞き、現状を把握するとともに、今後の施策に活かすこと。 

 

２ 実施方法 

(1)調査対象者：市街化調整区域において、１筆 300 ㎡以上の農地を持ち、合計面積が 1,000 ㎡以

上の方と、１筆 300 ㎡以上の樹林地を持ち、合計面積が 1,000 ㎡以上の方から無作為抽出。 

(2)調 査 数： １，８２８人 

(3)調査方法 ： 郵送・無記名回答 

 

３ 調査期間及び回答者 

(1)調査期間 ：平成 19 年 9 月 3 日～21 日（投函締め切り） 

(2)回 答 者：７７４人（回答率 42％） 

 

４ 調査内容 

   農地について 
    問１      農地の土地利用区分制度の認知度および保有状況 

    問２        農地を保有・耕作し続ける上での課題 

    問３      農業継続の意向 

    問４      農業継続の意向が弱い方への解決案 

    問５      制度、施策に関する自由意見 

   樹林地について 
    問６     樹林地の保全制度の認知度および制度指定状況 

    問７－１    樹林地の管理状況 

    問７－２   樹林地管理の方法 

    問７－３   樹林地保有の意向 

    問８     樹林地保有する上での課題 

    問９－１   樹林地保全制度への意見 

    問９－２   現樹林地保全制度に対する更なる要望 

    問１０   制度、施策に関する自由意見 

回答者自身について 
    問１１－１  性別、年齢 

    問１１－２  就業状況 

    問１１－３  世帯収入 

    問１１－４  農業収入 

    問１２    直近の相続税額 

    問１３    土地保有面積等 

    問１４    自由意見 

市街化調整区域の農地・樹林地所有者への 

アンケート調査結果について 

 参 考 ２ 
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Ⅱ 調査結果 

 

アンケート対象者（発送数）1,828 人のうち、有効回答は 774 人（回答率 42％）だった。 

 

 

  １  農地について（まず、農地をお持ちの方に伺います。） 

 

 問１ 次の農地の土地利用区分や制度の名称を知っていますか。別表１を参考にして、知っている

名称のすべての回答欄に○をつけてください。また、あなたのお持ちの農地が該当する地区

等があれば、すべての回答欄に○をつけてください。 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     有効回答 729  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

制
度
を
知
っ
て
い
る

農業専用地区 428 1 

農業振興地域 314 3 

農業振興地域内の農用地区域 216 5 

市街化調整区域内の一般農地   

生産緑地地区 352 2 

回答なし 226 4 

農
地
を
保
有
し
て
い
る

農業専用地区 241 2 

農業振興地域 132 3 

農業振興地域内の農用地区域 103 6 

市街化調整区域内の一般農地 389 1 

生産緑地地区 107 5 

回答なし 115 4 

農地を保有している

33.0

18.0

14.0

53.0

15.0

16.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

農業専用地区

農業振興地域

農業振興地域内の農用地区域

市街化調整区域内の一般農地

生産緑地地区

回答なし

制　度

％

制度を知っている

58.7

43.0

30.0

48.0

31.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

農業専用地区

農業振興地域

農業振興地域内の農用地区域

生産緑地地区

回答なし

制　度

％

結果： 

農地保有者(１筆 300 ㎡以上の農地をお持ち

で、合計面積 1,000 ㎡以上の方）を対象に、農

地の土地利用制度の認識度に対する回答では、

農業専用地区が最も多く 58.7％、次いで生産緑

地地区の 48.0％だった。一方、回答なしも

31.0％あった。 

 保有する農地の地区等の区分については、市

街化調整区域内の一般農地が最も多く 53.0％、

次いで農業専用地区が 33.0％であった。   
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 問２  農地を保有し耕作で続ける上で、特に課題と思うものを３つまで○をつけてください。 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問３  あなたは、今後も農業を続けていきたいですか。ひとつだけ○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

ア 自分が高齢で農作業に支障がある 325 2 

イ 労働力が不足している 183 6 

ウ 農業後継者がいない 278 3 

エ 近隣市民のマナーが悪い 

（農作物の盗難、ごみの投棄など） 
248 4 

オ 市民からの苦情の対応が難しい 

（農薬、臭い、土ぼこりの飛散など） 
145 8 

カ 相続税の支払に不安がある。又は負担が大きい。  394 1 

キ 固定資産税の支払が負担に感じる 218 5 

ク 農業技術の習得や情報の入手が困難であること 27 10

ケ 相続時に農業経営をしていない相続者に農地が渡ること 167 7 

コ その他 38 9 

回答なし 20 11

回  答 回答数 順位

ア はい 334 1 

イ いいえ 171 3 

ウ どちらともいえない 209 2 

回答なし 15 4 

カ

19%

ア

16%

ウ

14%エ

12%

キ

11%

イ

9%

ケ

8%

オ

7%

コ

2%

ク

1%

回答なし

1%

カ 相続税の支払に不安がある。又は負担が大きい。　

ア 自分が高齢で農作業に支障がある

ウ 農業後継者がいない

エ 近隣市民のマナーが悪い（農作物の盗難、ごみの投棄など）

キ 固定資産税の支払が負担に感じる

イ 労働力が不足している

ケ 相続時に農業経営をしていない相続者に農地が渡ること

オ 市民からの苦情の対応が難しい（農薬、臭い、土ぼこりの飛散など）

コ その他

ク 農業技術の習得や情報の入手が困難であること

回答なし

ア　はい

46%

ウ　どちらとも

いえない

29%

イ　いいえ

23%

回答なし

2%

ア　はい

ウ　どちらともいえない

イ　いいえ

回答なし

結果： 

回答数のうち、相続税への不安や

負担、耕作者の高齢化、農業後継者

がいないことなどの課題が約半数を

占めた。また、市民のマナーや苦情、

固定資産税の支払い、労働力不足な

ど課題は多岐に渡った。 

結果： 

農業を続けたい人の回答が最も多く 46％で、続け

たくない人の 23％を大きく上回った。又、どちらと

もいえない人も 29％あった。 
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 問４  問３で｢イ｣または｢ウ｣と回答した方に伺います。農業を続けていくには、何が解決すれば続

けていけますか。３つまで○をつけてください。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 問５ 横浜市農業専用地区、農業振興地区、農用地区域等の制度で、改善が必要だと考えているこ

とや、行政に求める施策など、あなたのご意見を自由にお聞かせください。 

 

結果： 
項 目 件数 順位 内   容 

柔軟な土地利用 64 1 
農地に対する規制緩和、市街化調整区域や農用地区域・農業専用地区等の見直し、

柔軟な土地利用等 

農地の保全 34 2 農地保全、周囲の違反への対応、今後の農地保全施策 

相続対策 28 3 相続税の軽減、農家以外への相続、貸した農地にも納税猶予希望、市の買い取り 

生産振興対策 16 4 具体的な農業振興対策 

周辺環境の悪化 14 5 不法投棄対策、違法駐車、周辺住民の苦情、散策者のマナー、野焼き対策 

固定資産税対策 12 6 固定資産税の軽減 

農業収入の安定 11 7 収入が少ない、直接補助（具体的な支援策が記載されていないもの） 

後継者不足 8 8 後継者がいない、市民の手が必要 

被害防除 1 9 野生動物の被害対策 

その他 47 － 上記以外 

 

 規制緩和も含め、市街化調整区域や農用地区域・農業専用地区などの見直しなど、柔軟な土地利用

を求める意見が一番多かった。また、農地として保全していくこと、そのための施策を望む意見も多

く、ついで相続税対策に対する意見が多かった。 

回  答 回答数 順位 

ア 後継者ができること 132 5 

イ ボランティアなどの労働力の支援が得られること 41 8 

ウ 相続を乗り切れること 

（相続税の支払い、後継者への相続など） 
182 1 

エ 市民の農業に対する理解がすすむこと 

（マナーがよくなり、苦情がなくなるなど） 
48 7 

オ 農業で高収入がえられること 152 2 

カ 農業後継者が農業に魅力を感じられるようになること 123 6 

キ 毎年の固定資産税等の税金が軽減されること 142 4 

ク 農業以外の他の安定収入が得られること 150 3 

ケ その他 20 10 

回答なし 29 9 

ウ

17%

オ

15%

ク

15%キ

14%

ア

13%

カ

12%

エ

5%

イ

4%

回答なし

3% ケ

2%

ウ 相続を乗り切れること（相続税の支払い、後継者への相続など）

オ 農業で高収入がえられること

ク 農業以外の他の安定収入が得られること

キ 毎年の固定資産税等の税金が軽減されること

ア 後継者ができること

カ 農業後継者が農業に魅力を感じられるようになること

エ 市民の農業に対する理解がすすむこと（マナーがよくなり、苦情がなくなるなど）

イ ボランティアなどの労働力の支援が得られること

回答なし

ケ その他

61％ 

結果： 

回答数のうち、農業を維持・運営

していく為に必要な税対策や農業収

入に関する回答が 61％を占めた。 

次いで、後継者の確保と後継者に

対しての農業運営の将来性確保が必

要との回答が 25％あった。 

25％ 
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  ２  樹林地について（次に樹林地（山林）をお持ちの方に伺います。） 

 

 問６ 別表２を参考にして、あなたの知っている緑地保全制度があれば、回答欄に○をつけてくだ

さい。また、あなたのお持ちの樹林地がこれらの制度の指定を受けている場合は○をつけて

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     有効回答 487  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

制
度
等
を
知
っ
て
い
る 

円海山近郊緑地特別保全地区 71 5 

特別緑地保全地区（旧緑地保全地区） 94 4 

市民の森 206 2 

源流の森（旧水源の森） 62 6 

よこはま協働の森基金制度 27 8 

緑地保存地区 123 3 

公園緑地の寄付受納制度 44 7 

回答なし 247 1 

制
度
の
指
定
を
受
け
て
い
る

円海山近郊緑地特別保全地区 15 4 

特別緑地保全地区（旧緑地保全地区） 12 5 

市民の森 42 2 

源流の森（旧水源の森） 6 6 

よこはま協働の森基金制度   

緑地保存地区 25 3 

公園緑地の寄付受納制度   

回答なし 425 1 

制度を知っている

14.6

19.3

42.3

12.7

5.5

25.3

9.0

50.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

円海山近郊緑地特別保全地区

特別緑地保全地区（旧緑地保全地区）

市民の森

源流の森（旧水源の森）

よこはま協働の森基金制度

緑地保存地区

公園緑地の寄付受納制度

回答なし

制　度

％

制度の指定を受けている

3.1

2.5

8.6

1.2

5.1

87.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

円海山近郊緑地特別保全地区

特別緑地保全地区（旧緑地保全地区）

市民の森

源流の森（旧水源の森）

緑地保存地区

回答なし

制 度

％

結果： 

樹林地保有者(１筆 300 ㎡以上の樹林地を

お持ちで、合計面積 1,000 ㎡以上の方)を対象

とした、緑地保全制度の認知度に対する回答

では、市民の森が最もよく知られ、回答者の

42.3％を占めた。 

一方、回答なしも相当数だった。制度の指

定を受けている人も、市民の森や緑地保存地

区が多数を占めた。 
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 問７－１ あなたは、所有されている樹林地の草刈、枝降ろしなど、日ごろの管理を行っています

か。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問７－２ ｢問７－１｣で｢イ｣と答えた方に伺います。おもにどのようにして管理していますか。あ

てはまるものすべてに○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

ア 管理は特にしていない 142 2 

イ 管理している、または必要に応じて行っている。 272 1 

回答なし 89 3 

回  答 回答数 順位 

ア 自分または親族が行っている。 227 1 

イ 業者に委託している 50 3 

ウ 地域のボランティアや近隣の方に無償でお願いしている。 15 5 

エ 地域のボランティアや近隣の方に有償でお願いしている。 17 4 

オ その他 15 5 

回答なし 74 2 

ア

56%回答なし

19%

イ

13%

エ

4%

ウ

4%

オ

4%
ア 自分または親族が行っている。

回答なし

イ 業者に委託している

エ 地域のボランティアや近隣の方に有償でお願いしている。

ウ 地域のボランティアや近隣の方に無償でお願いしている。

オ その他

結果： 

樹林地の日ごろの管理については、過

半数の人が何らかの管理を行っている

が、特に管理していないという回答も

28％あった。 

結果： 

管理の主な方法についての回答

は、自分及びその親族が最も多く、

次に業者委託の順であり、地域のボ

ランティアや近隣の人にお願いして

いるという回答もみられた。 

イ

54%

ア

28%

回答なし

18%

イ 管理している、または必要に応じて行っている。

ア 管理は特にしていない

回答なし
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 問７－３ あなたは、今後も樹林地の保有を続けたいと思いますか。あてはまるものに○をつけて

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問８  樹林地を保有する上で課題だと思うものを、３つまで○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

ア 保有を続けたい。 165 1 

イ 条件が整えば保有を続けたい。 108 2 

ウ 売却したい 91 4 

エ 樹林地以外の形態で、自分で活用したい。 62 5 

回答なし 95 3 

回  答 回答数 順位

ア 日常の維持管理（管理にかかるコストや管理する人手など） 235 2 

イ 隣接の市民からの苦情（落ち葉や枝の越境、日陰、草刈など） 144 5 

ウ 相続税及び将来の相続への対応 250 1 

エ 固定資産税などの税金の負担 149 4 

オ ごみの不法投棄や盗難等があること 200 3 

カ 境界が不明確であるなどのトラブル 58 7 

キ その他 7 9 

ク 特に無い 19 8 

回答なし 84 6 

結果： 

今後も樹林地を何らかの方法で保有し

続けたい人の回答は、53％だった。 

反面、売却及び他の形態で活用したい人

の回答も 29％あった。 

結果： 

樹林地の保有課題については、

延べ回答数のうち、日常の維持管

理に対する課題が過半数を占め、

特に、相続税及び将来の相続への

対応が 21％と多かった。 

53% 

29% ア

32%

イ

21%

回答なし

18%

ウ

17%

エ

12% ア保有を続けたい。

イ条件が整えば保有を続けたい。

回答なし

ウ売却したい

エ樹林地以外の形態で、自分で活用したい。

ウ

22%

ア

21%
オ

17%

エ

13%

イ

12%

回答なし

7%

カ5%

ク2%

キ1%

ウ 相続税及び将来の相続への対応

ア 日常の維持管理（管理にかかるコストや管理する人手など）

オ ごみの不法投棄や盗難等があること

エ 固定資産税などの税金の負担

イ 隣接の市民からの苦情（落ち葉や枝の越境、日陰、草刈など）

回答なし

カ 境界が不明確であるなどのトラブル

ク 特に無い

キ その他
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 問９－１ 現在の本市の緑地保全制度について、あなたはどう思いますか？緑地保全制度の別表を

参考にお答えください。あてはまるものに○をつけてください。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問９－２ ｢問９－１｣で｢イ｣と答えた方に伺います。別紙の制度に加えてどのような支援が必要だ

とお考えですか。あてはまるもの３つまで○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

ア 今のままでよい 106 3 

イ 支援をさらに多くするなど、制度を拡充してほしい 196 1 

ウ 分からない 131 2 

回答なし 60 4 

回  答 回答数  順位

ア 日常の維持管理を支援してほしい。 104 3 

イ 相続対応として支援策を講じてもらいたい。 150 1 

ウ 固定資産税を減免などにしてもらいたい。 115 2 

エ 開発の話が来るので市の制度で守ってもらいたい。 21 7 

オ 横浜市で買い入れてもらいたい。 64 4 

カ 市民開放してもよいので支援してほしい。 23 6 

キ その他 5 8 

回答なし 46 5 

イ

39%

ウ

27%

ア

22%

回答なし

12%
イ 支援をさらに多くするなど、制度を拡充してほしい

ウ 分からない

ア 今のままでよい

回答なし

イ

28%

ウ

22%
ア

20%

オ12%

回答なし

9%

カ4%
エ4% キ1%

イ 相続対応として支援策を講じてもらいたい。

ウ 固定資産税を減免などにしてもらいたい。

ア 日常の維持管理を支援してほしい。

オ 横浜市で買い入れてもらいたい。

回答なし

カ 市民開放してもよいので支援してほしい。

エ 開発の話が来るので市の制度で守ってもらいたい。

キ その他

結果： 

緑地保全制度に対する回答につい

て、支援をさらに多くするなど制度の

拡充を望む回答が、現状を望む回答を

大きく上回った。 

また、｢分からない｣または回答なし

も 39％を占めた。 

結果： 

樹林地保全制度に加えて必要な支援とし

ては、相続税への対応など税負担の軽減、日

常の維持管理等の支援を求める意見が多数

を占めた。 
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 問１０ 緑地保全の制度で、改善が必要だと考えていることや、行政に求める施策など、あなたの

ご意見を自由にお聞かせください。 

 

結果： 

項 目 件数 順位 内   容 

日常管理 40    1 日常管理が大変、人手不足、樹林地が荒れている、剪定枝の処分方法 

法制度の整備・拡充 28    2 法制度の整備、制度や優遇策の要望、改善等、山林の有効活用 

緑地の保全・支援 27    3 市民の森への指定、市からの支援、助成金 

相続税対策 21    4 相続税の減免、対策 

規制緩和 19    5 調整区域の条件改正、使用目的の多様化 

固定資産税対策 15    6 固定資産税の減免、対策 

市民の協力 8    7 市民の参加、ボランティア、市民トラスト、樹林レンジャー 

規制強化 6    8 資材置き場や埋め立てなどの禁止 

ＰＲの推進 6    8 市民への啓発、ネーミングライツ 

周辺環境の悪化 5 10 不法投棄対策、周辺住民の苦情、散策者のマナー 

土地の買取 4 11 市による土地の買い上げ 

収入の安定 2 12 地主の安定収入 

その他 42   － 上記以外 

 

草刈や枝の剪定・処分など、日常管理に関する意見が一番多く、法制度の整備・拡充や緑地の保

全・支援、相続税対策などを求める意見も多かった。 

 

 

  ３  回答者自身について（最後にあなた自身について伺います。） 

 

 問１１－１  あなたの性別や年齢を教えてください。あてはまるものに○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

回 答 回答数 順位

個
人
・
法
人

ア 法人 26 3 

イ 個人 631 1 

回答なし 117 2 

性
別 

ア 男性 563 1 

イ 女性 126 2 

回答なし 85 3 

年
齢 

ア ～29 歳 1 8 

イ 30～39 歳 20 7 

ウ 40～49 歳 36 6 

エ 50～59 歳 144 3 

オ 60～69 歳 201 2 

カ 70～79 歳 213 1 

キ 80 歳以上 119 4 

回答なし 40 5 

 

個人・法人別

個人

82%

回答なし

15%

法人3%

結果： 

回答者の属性については、個人の男性

が大多数であり、又、年齢は 60～79 歳

が過半を占め、80 歳以上は 119 人の回答

があった。 

年齢

0 50 100 150 200 250

ア ～29歳

イ 30～39歳

ウ 40～49歳

エ 50～59歳

オ 60～69歳

カ 70～79歳

キ 80歳以上

回答なし
回答数

性　別

男性

73%

女性

16%

回答なし

11%
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 問１１－２  個人の方にお聞きします。あなたの就業状況に○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問１１－３  個人の方にお聞きします。あなたのあてはまる世帯収入に○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

ア 農業 391 1 

イ 農業以外の自営業 169 2 

ウ 主婦・主夫 52 6 

エ 常勤（会社員、会社役員等） 81 3 

オ 非常勤（臨時職員、ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等） 22 7 

カ その他 60 4 

回答なし 55 5 

回 答 回答数 順位

ア ～299 万円 123 3 

イ 300～799 万円 205 2 

ウ 800～1999 万円 217 1 

エ 2000 万円以上 108 4 

回答なし 95 5 

農業

47%

自営業

20%

常勤

10%

その他

7%

回答なし7%

主婦・主夫

6%

非常勤3%

0 50 100 150 200 250

ア ～299万円

イ 300～799万円

ウ 800～1999万円

エ 2000万円以上

回答なし
回答数

結果： 

農業に就業している人は 47％であり、

次いで、農業以外の自営業の人が 20％を

占めた。 

結果： 

世帯収入については、300～799 万円と 800～1,999 万

円がほぼ同数回答で、全体の 56％を占めた。 

回答な

し

13%

 2000万

円以上

15%

 ～299

万円

16%

 300～

799万

円

27%

 800～

1999万

円

29%
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 問１１－４  ｢問１１－３｣の世帯収入のうち、農業収入があてはまるものに○をつけてください。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問１２  直近の相続における相続税額の総額を、差し支えなければ教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回 答 回答数 順位 

ア ～199 万円 398 1 

イ 200～499 万円 100 3 

ウ 500～999 万円 58 4 

エ 1000～1999 万円 14 5 

オ 2000 万円以上 5 6 

回答なし 180 2 

回  答 回答数 順位 

１億円未満 108 2 

１～４億円 90 3 

５～９億円 19 4 

１０億円以上 11 5 

回答なし 536 1 

0 100 200 300 400 500

ア ～199万円

イ 200～499万円

ウ 500～999万円

エ 1000～1999万円

オ 2000万円以上

回答なし

回答数

 ～199万

円

52%回答なし

24%

 200～499

万円

13%

 500～999

万円

8%

 1000～

1999万円

2%

 2000万円

以上

1%

回答なし

71%

１億円未

満

14%

１～４億

円

12%

５～９億

円

2%

１０億円

以上

1%

0 100 200 300 400 500 600

１億円未満

１～４億円

５～９億円

１０億円以上

回答なし 回答数

結果： 

世帯収入のうち農業収入は 200 万円未満が過半を

占め、200～499 万円未満を合わせると 65％となった。

結果： 

回答者のうち、相続税額は１億円未満が 108 人いた。

１億円以上も 100 人を超えた。 
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 問１３ あなた（個人又は法人等）の農地や樹林地等の面積はどのくらいですか、あてはまる欄に

○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回  答 回答数 順位

市
街
化
調
整
区
域 

農地 

0～4,999 ㎡ 379 1 

5,000～9,999 ㎡ 132 2 

10,000 ㎡以上 84 3 

樹林地

0～4,999 ㎡ 214 1 

5,000～9,999 ㎡ 61 2 

10,000 ㎡以上 43 3 

市
街
化
区
域 

農地 

0～4,999 ㎡ 127 1 

5,000～9,999 ㎡ 20 2 

10,000 ㎡以上 6 3 

樹林地

0～4,999 ㎡ 47 1 

5,000～9,999 ㎡ 10 2 

10,000 ㎡以上 4 3 

回答なし 95   

回答 回答数 順位 
鶴見区 6 16 
神奈川区 42 9 
中区 2 19 
西区 3 17 
南区 3 17 
港南区 22 13 
保土ヶ谷区 36 11 
旭区 62 7 
磯子区 16 14 
金沢区 12 15 
港北区 56 8 
緑区 96 3 
青葉区 94 4 
都筑区 101 2 
戸塚区 73 6 
栄区 37 10 
泉区 84 5 
瀬谷区 23 12 
回答なし 119 1 0 50 100 150

鶴見区
神奈川区

中区
西区
南区

港南区
保土ヶ谷区

旭区
磯子区
金沢区
港北区

緑区
青葉区
都筑区
戸塚区

栄区
泉区

瀬谷区
回答なし

 区

回答数

結果： 

全体的に保有する面積は 5,000 ㎡未満がいずれ

も 60～80％と多数を占め、農地、樹林地とも市街

化調整区域の面積が多かった。 

農地や樹林地を保有している区としては、都筑

区、青葉区、緑区、泉区、戸塚区など、市北部及び

南西部周辺の区が上位を占めた。 

農地･樹林地の区別保有状況 

市街化調整区域

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0
～

4
, 9

99㎡

5
,0

00 ～
9
, 9

99㎡

1
0,0

00 ㎡
以

上

0
～

4
, 9

99㎡

5
,0

00 ～
9
, 9

99㎡

1
0,0

00 ㎡
以

上

農地 樹林地

回答

市街化区域

0

20

40

60

80

100

120

140

0
～

4
,9

99㎡

5
,0

00 ～
9, 9

99㎡

1
0,0

00
㎡

以
上

0
～

4
, 9

99㎡

5
,0

00 ～
9, 9

99㎡

1
0,0

00
㎡

以
上

農地 樹林地

回答
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 問１４ 市街化調整区域の樹林地等を守るための今後の取り組みについて、自由にアイデアやご意

見をお聞かせください。 

 

結果： 

【樹林地に関する意見】 
項 目 件数 順位 意見、要望、意向等 

緑地の保全・支援 28    1 市民の森への指定、市からの支援、助成金 

日常管理 19    2 日常管理が大変、人手不足、樹林地が荒れている、剪定枝の処分方法 

相続税対策 17    3 相続税の減免、対策 

固定資産税対策 6    4 固定資産税の減免、対策 

周辺環境の悪化 5    5 不法投棄対策、周辺住民の苦情、散策者のマナー 

ＰＲの推進 5    5 市民への啓発、ネーミングライツ 

法制度の整備 4    7 法制度の整備、制度や優遇策の要望、改善等、山林の有効活用 

柔軟な土地利用 4     7 調整区域の条件改正、使用目的の多様化 

市民の協力 4     7 市民の参加、ボランティア、市民トラスト、樹林レンジャー 

収入の安定 3 10 地主の安定収入 

規制強化 2 11 資材置き場や埋め立てなどの禁止 

土地の買取 1 12 市による土地の買い上げ 

その他 14    － 上記以外 

 合 計 112    

 
【農地に関する意見】 

項 目 件数 順位 意見、要望、意向等 

周辺環境の悪化 6    1 
不法投棄対策、違法駐車、周辺住民の苦情、散策者のマナー、野焼き禁止

に対する不満 

相続対策 4    2 相続税の軽減、農家以外への相続、貸した農地にも納税猶予希望 

農地の保全 3    3  農地保全、周辺の違反への対応、今後の農地保全施策 

柔軟な土地利用 3    3  農地に対する法律の規制緩和、市街化調整区域の見直し 

後継者不足 2    5  後継者がいない、市民の手が必要 

農業収入の安定 2    5  収入が少ない、直接補助（具体的な支援策が記載されていないもの） 

固定資産税対策 1    7  固定資産税の軽減 

生産振興対策 1    7 具体的な農業振興対策 

その他 11    － 上記以外 

 合 計 33        

 
【共通意見】 

項 目 件数 順位 意見、要望、意向等 

相続税対策 27    1  相続税の軽減や免除、農地や樹林地も物納できるように 

固定資産税対策 16    2  固定資産税の軽減 

緑の保全 9    3  調整区域に緑を残すべき、所有するものに喜びか感じられるように 

柔軟な土地利用 8    4  柔軟な土地利用、規制されている区域の見直し 

日常管理 4    5  土地の日常管理に関する問題、行政で支援を 

市民の協力 4    5  市民の協力による土地の管理、市民参加で守ってもらいたい 

ＰＲの推進 3    7  緑の大切さと管理人たちの苦労などのＰＲ 

収入の安定 2    8  地主の収入の安定 

周辺環境の悪化 2    8  不法投棄対策を 

土地の買取 1   10  土地を市に買ってほしい 

その他 20   －    

 合 計 96    

 

 

Ⅲ おわりに 
今回のアンケート結果を踏まえ、市街化調整区域の貴重な緑の拠点を形成する農地や樹林地を守り、緑被

率の維持向上を目指すため、今後の支援策の拡充に活かしてまいります。 

※データは四捨五入し、円グラフは 100％になるよう微調整しています。 
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お問い合わせ先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市環境創造局環境整備部事業調整課 －2008 年 1 月 15 日作成－ 

ご意見・お問い合わせ －ks-jigyochosei@city.yokohama.jp－ 電話:045-671-2858 － FAX: 045-664-5873 

c2007 City of Yokohama. All rights reserved 

 

 

 

 
 

アンケート全般及び樹林地に関すること 農地に関すること 

〒231-0017 

横浜市中区港町１－１ 

TEL:045-671-3534、2279 

FAX:045-641-3490 

E メール: ks-yochichosei@city.yokohama.jp 

担当課：横浜市環境創造局用地調整課 

〒231-0017 

横浜市中区港町１－１ 

TEL:045-671-2630 

FAX:045-664-4425 

E メ:ール: ks-nouchihozen@city.yokohama.jp 
担当課：横浜市環境創造局農地保全課 
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